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地域農業の 6 次産業化と農家の関係
―長野県飯島町を事例に―
橋みずき1・大内 雅利2
（2014年10月 7 日受理）
Relationship between `Sixth Industry' Enterprises and Farm
Households: A case study of Iijima-machi
Mizuki TAKAHASHI and Masatoshi OUCHI
Abstract
The main objective of this study is to clarify the relationship between `sixth industry' enterprises and local
farm households focusing on the supply and demand of labor forces and farm products. Iijima-machi in Nagano
prefecture was selected for the case study because several diŠerent types of sixth enterprises have emerged
through the support of the local government.
In this study sixth enterprises have been classiˆed into ˆve categories and analyzed in terms of their
relationship with farm households; with particular attention to the procurement of labor and products. The
study also attempted to ˆnd the major factors that determine the relationship between farm households and
diŠerent sixth enterprises.
This study has revealed that sixth enterprises were more selective in their relationship with local farm
households. In procurement and sales, they only accepted products from qualiˆed farm households, which
diŠer from the attitude of agricultural cooperatives. Manufacturing enterprises were less dependent on part-
time labor from farm housewives.
It was found that farm households were also selective to some extent, but for diŠerent reasons. As farm
households which earn their living by the income, they sold their products both to sixth enterprises and the
market.
Aging farm households, choose to sell their products to sixth enterprises, because they cannot produce the
quality required to sell in the market.
The relationship between farm households and sixth enterprises was in‰uenced by the ages of family mem-
bers. In particular the age of core farmers in the family aŠected the type of farming, products, markets and the
place of work for family members. The sixth industrialization seems to be contributing to the revitalization of
local economies by widening the choices of farm households in terms of product marketing and use of family
labor.
Key Words: `Sixth industry' enterprises, Regional agriculture, Farm households, Processing of agricultural
products, Direct marketing
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要 約 本研究の課題は地域農業の 6 次産業化における事業主体とそこにかかわる農家の関係を，労働力と
生産物に着目して明らかにすることである。
ここで 6 次産業化とは 1 次産業（本論文では農業），2 次産業（加工業），3 次産業（サービス業）という 3
つの産業を総合した農業主体の取り組みを示す。本研究の調査対象である長野県飯島町では，町の農業振興策
の下に多様な 6 次産業化が展開されてきた。
はじめに 6 次産業化の事業体サイドを取り上げる。そこでは農業中心（集落営農法人），加工中心（女性起
業，農商工連携起業，生産法人），販売中心（道の駅）の 5 つにタイプ分けをした。タイプごとに事業体から
の視点で農家との関係の違いを検証した。
事業体では主に加工原料となる農産物や，提供される労働力を通じて，かかわる農家を選択していた。農産
物に関しては，慣行的な集荷システムとは異なり，出荷者を制限していた。労働力に関していえば，かつて農
産加工の中心を担った農家女性の活躍は縮小傾向にあった。
次に農家の視点から類型化を試み，6 次産業化事業体へのかかわりの違いを決定する規定要因を検討した。
主業農家の場合，従来の農協出荷と併用して出荷する農家が多い。高齢農家の場合は市場出荷するだけの質
的・量的な農産物を生産できないことを理由に，6 次産業化事業体を販路として選択していた。6 次産業化事
業体とのかかわりを規定する要因は，農産物と労働力ともに世帯員の年齢による影響が大きい。特に，経営主
の年齢による農業経営の規模変更は農産物の出荷先や世帯員の就労先に影響を及ぼしていた。
このように多様な事業体による 6 次産業化は，農家・非農家に対し，販路と就労機会の選択の幅を広げ，
地域経済の振興を後押ししていた。
キーワード6 次産業化，地域農業，農家経済，農産加工，産直，
. はじめに
グローバル化に伴う農産物の価格低迷は国内農業に
大きな打撃を与えてきた。加えて，農家の高齢化，農
業就業者の減少が言われる中で，農山村の活性化が問
われている。
そのような状況下で，農山村地域における農業関連
事業や農外事業への展開が注目される。農産加工，グ
リーンツーリズム，農家レストラン，直売所など「農
山漁村の 6 次産業化」が各地で活発化してきている。
農政もまた「地域資源を活用した農林漁業者等による
新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関
する法律」（六次産業化法）を制定し，それを後押し
するようになった。農山漁村には多様な事業体が存在
するようになり，昨今では個別農家，農業経営体や農
外産業による加工・サービス業への展開が増加してき
ている（注 1）。
そのような 6 次産業化の歴史的な背景として，一
つには「農村女性起業」がある。「農村女性起業」と
は，農村女性とその家族ないし地域農家が作った農産
物そのもの，もしくはそれに何らかの手を加えたもの
を，従来の農協出荷などとは異なる流通経路・形態に
より消費者に提供する社会経済的活動である（7
2014）。それは農村女性の地位の向上を目指す手段と
して始まった。農村の女性たちは，男性が主たる担い
手として位置づけられてきた農業生産の外に，活動領
域を見出してきた。女性たちは起業活動を通じ，農村
の活性化に貢献してきた（澤野 2014）。さらに昨今
では，農村女性ばかりでなく集落営農法人や地域の自
治組織もまた加工事業やサービス事業を展開し，農業
や地域を活性化しようとする動きがみられる（注 2）。
女性起業から始まった動きは男性や地域社会をも巻き
込んで，大きな流れとなった。この中で女性たちは加
工や販売の「担い手」として活動を支えている。この
ような 6 次産業化は農業生産を基盤とした農業者に
よる活動の展開で，水平的多角化と総合化（統合化）
の試みといえよう。
6 次産業化のもう一つの背景には「農産加工論」が
ある。それは戦前から農業経営学において契約農業論
として扱われてきた。加工資本と農民の関係がテーマ
となった。戦前はタバコや養蚕などの契約栽培は特殊
な契約取引であったが，戦後は広範囲にわたる契約関
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係が進展した（竹中 1967）。契約農業はブロイラー
の契約生産の導入を契機に，一般に注目されるように
なった。1960年代には装いを改めてインテグレーシ
ョン論として，議論されるようになった（注 3）。以
上の研究においては「農産加工」に焦点があり，農業
生産者は垂直的統合下の「下請け的」な経営体である
か否かが議論の中心となった（注 4）。その後，1970
年代後半以降には大分県一村一品運動など農山村にお
ける地域農産物の加工事業を，地域活性化の視点から
とらえようとする研究が盛んとなった。その中では農
協や第 3 セクターなどの事業主体に焦点が当てら
れ，その有効性とともに課題に関する分析がすすめら
れた（注 5）。
本研究の視点はこれら「農村女性起業論」や「農産
加工論」とは異なる。6 次産業化を地域農業という広
い枠組から分析する。その目的は 6 次産業化の進展
が地域農業に対してどのような影響をもたらすかを検
証することにある。地域内には，一方に多様な 6 次
産業化事業体が存在し，他方には事業体にかかわる農
家が存在する。多様な形態をもつ 6 次産業化事業体
と農家は，相互に相手を選択するという関係にある。
それが地域農業に新たな関係をもたらしていることを
示す。
ここで本研究の視点について次の 2 点を補足して
おきたい。まず，一つには事業体と農家それぞれの類
型化についてである。小林茂典（2013）は，6 次産業
化について，大きく 3 つの視点から類型化を行って
いる。すなわち，◯事業の方向（産業・ビジネス志向
と地域・コミュニティ志向），◯顧客との接点（流通
チャネル活用タイプと交流タイプ），そして◯顧客と
の接点に商品・サービスを供給する仕組み（連携タイ
プ・多角化タイプ）である。本研究では一つの地域を
対象とし，加工・販売を行う多くの事業体を取り上げ
た。対象とする 6 次産業化事業体はすべて自治体と
のかかわりから設立されたもので，「事業の方向」は
地域・コミュニティ志向が強い。さらに類型化を行い
それぞれの特徴を示す必要があった。
そこで本論は中心となる事業内容に注目した。6 次
産業化とは 1 次産業，2 次産業，3 次産業という 3 つ
の産業の掛け合わせたものとはいうが，それらが同等
の意味を持つわけではない。事業体を基幹事業と事業
主体を基準に，5 つに類型化した。1 次産業（農業）
中心の 6 次産業化として集落営農法人の 1 類型，2 次
産業（加工）中心の 6 次産業化として女性起業・農
商工連携企業・生産法人の 3 類型，3 次産業（販売）
中心の 6 次産業化として道の駅の 1 類型，これら 5
類型である。続いて農家の類型に関しては事業体とか
かわる目的を基準に大別し，そこに含まれる農家の特
性を示す。
もう一つの補足事項は 6 次産業化事業体と農家の
関係を分析するという視点についてである。事業体と
農家の関係は事業内容によるばかりでなく，両者の媒
体として機能する農産物や労働力に下りて分析する。
事業体は必要な農産物や労働力を通して農家を選定
し，農家は提供する農産物や労働力によって事業体と
選択的にかかわりをもつ（注 6）。事業体と農家それ
ぞれにおける規定要因を検証する。
事例の調査地には長野県飯島町を選定した。町には
多様な形態の 6 次産業化事業体が存在する。町は長
野県の南信部に位置し，伊那谷のほぼ中心に位置す
る。水稲が基幹作物の兼業地帯である。総土地面積
8,694 ha，人口9,902人，総世帯数3,242戸，農家戸数
1,056戸，専業農家率13.2，耕地面積 1,190 ha，基
幹的農業従事者における高齢化率は75を占める。
農業は町の重要な主幹産業として位置づけられてき
た。1986年以降，町は農業振興策を大きく転換し，
農業の組織化を進めるとともに，多様な担い手の育成
に励んできた。町の農業の方針を企画・調整を行うの
は「町営農センター」で，農業者，農協，普及センター
が参加する。町内全 4 地区に設立された地区営農組
合には全戸の農家が組合員として参加し，その事務局
は上伊那農協の飯島支所におかれている。
高橋・大内（2014）は同じ長野県飯島町を事例と
して，歴史的に地域農業と農産加工販売事業の展開を
検証した。1986年以降に町の地域農業は農家組織を
基盤として展開していった。農産加工・販売事業もそ
れに対応して1980年代から2010年代までの異なる時
期区分に誕生し，各事業体はそれぞれが違う効果を発
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表 飯島町における 6 次産業化の分類
自治体農政との関係 農業経営の有無 例
直接的なかかわりが
大きい
有 り 生産法人
集落営農法人
無 し 女性起業
農商工連携企業
道の駅直売施設
かかわりが少ない 有 り 個別農家
無 し 個人商店（食品加工
業，飲食店）など
資料 筆者作成
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揮していた。農産加工・販売事業の展開は地域農業の
再編の一環として進められた。それは町行政，農協な
どの農業関連機関，農業者が一体となった動きであっ
た。このように高橋・大内（2014）は飯島町の地域農
業を歴史的に分析したが，本論文はそれに対して現時
点における事業体と農家の相互関係を探ることにある。
さて本論の構成は以下のとおりである。次の 2 は 6
次産業化の事業体をタイプ分けし，タイプごとに事業
内容と事業に関わる農家を示す。ついで 3 では事業
体に出荷される生産品や提供される労働力に注目する
ことで，かかわりのある農家の特徴を示す。その違い
から，事業体サイドによる農家との関係の規定要因を
検証する。4 においては農家の視点から，事業体との
関係を規定する要因を検討し，農家の類型ごとにかか
わりかたの違いをまとめる。
. 次産業化事業体の類型化とその実態
 事業体の類型化
はじめに，町の 6 次産業化を総体的にみておこ
う。表 1 には，飯島町の地域農業において加工事業
もしくは直売事業を担う 6 次産業化の事業体を大別
した。
まず，6 次産業化の事業体に関して，第 1 に自治体
との関係性から事業体を分けると，自治体農政推進の
もとで発足した事業体とその他の事業体とに大別でき
る。前者はその発足時に自治体および農協や普及セン
ターがバックアップを行った事業体である。つまり事
業開始に伴い，自治体は事業主体の組織化といったソ
フト面や施設の設置といったハード面の支援を講じ，
一部には助成金や補助事業を充てるなどしている（注
7）。一方で，後者の事業体は自治体の農政とほとん
ど関係がなく事業化が進められた。例えば個人農家や
個人商店といった事業体による加工や販売事業が挙げ
られる。
事業体の分類における第 2 の基準として農業経営
基盤の有無がある。農家や農業経営体が農業経営の多
角化として加工や販売を行う場合は，6 次産業化の事
業体のなかに農業経営基盤がある。しかし道の駅のよ
うな例においては，事業体のなかに農家や農業経営体
を抱え込んではいない。地域としてみた場合，分業的
に 6 次産業化を行う活動であり，農村レベルの 6 次
産業化といえよう。
このような二つの基準を用いて，本稿で取り上げる
5 タイプの 6 次産業化事業体を説明しよう。図 1 に模
式図を示した。
まず事業内容から，直売中心，加工中心，農業中心
の 6 次産業化と大別できる。さらに事業内容と主体
の特徴から 5 つの事業体タイプには以下の特徴があ
る。
タイプ 1直売中心の 6 次産業化である。事例とし
ては，利用組合として運営される道の駅花の里いいじ
ま利用組合を取り上げる。
タイプ 2加工中心の 6 次産業化のうち，農家女性
が事業主体として活動する事業体である。女性起業の
株式会社ふるさとの味いいじまを取り上げる。
タイプ 3加工中心の 6 次産業化のうち，農家が加
工事業主体とはならず，他業種と連携して事業化した
事業体である。県外食品企業と町農業者の連携により
設立された，いわゆる農商工連携の企業である株式会
社信州里の菓工房を取り上げる。
タイプ 4加工中心の 6 次産業化のうち，農業経営
体が事業主体として活動する事業体である。自社で栽
培するコメを用いた餅などの加工事業を展開する農事
組合法人いつわを事例に取り上げる。この事例では事
業体のなかにモチ米の生産という農業を含む。
タイプ 5直売事業を展開する事業体のうち，農業
経営を中心とした 6 次産業化である。取り上げる株
式会社田切農産は広域的な集落営農法人である。この
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図 自治体農政のもと発足した事業体の 6 次産業化と農家の模式図
資料 筆者作成
注 1 楕円は農業経営基盤をもつ事業体，四角は持たない事業体
注 2 太白片矢印は組織化，点線は設立時の一部出資を示す
注 3 太黒方矢印は農業経営の多角化を示す
注 4 細両矢印は事業体と農家間の連携を示す
6 次化と農家
事例では自ら生産した農産物を直売する。
以上が町に存在する事業体のおおまかな分類である。
5 つのタイプから，市町村を範囲とした地域内におけ
る多様な事業体が，町内農家や住民といかに関わり，
どのような意義をもつのかという点に注目したい。
以下にタイプ 1 からタイプ 5 を事業体ごとに経営
概要とともに農家との関係を示す。
 直売中心の事業体 タイプ道の駅花の里いいじ
ま利用組合
まずは直売中心の 6 次産業化事業体をみていこ
う。道の駅を運営している道の駅花の里いいじま利用
組合（以下，花の里利用組合）をみていこう。
花の里利用組合は任意法人として，道の駅を管理・
運営している。
設立の背景として，中央自動車道の開通とともに消
費地との時間的距離は短縮されたものの，一方で町内
では現地における物流や人的交流低下の危機感を抱く
声が上がった。合わせて，女性起業などによる加工事
業の取り組みが活発化したことで，加工品の販路が求
められるようになった。
問題意識を共有する町民が研究会を発足させ，各地
に視察を重ね，拠点施設の事業計画を進めていった。
その後，研究会では事業提案を行い，町営農センター
が中心となり，道の駅の建設計画を県及び国との協議
へ発展させた（北原 2014）。道の駅建設が決まった
時点で，町では出荷を希望する町内の生産者を募り，
利用組合を設立した。あくまでも町の施設という位置
づけであるため，組合員に対して出資を要求していな
い。当時は施設の管理を行う中心的な人材として，農
協職員が配置された。現在も町の拠点施設としての公
的な性格が強い。
花の里利用組合が運営するのは直売施設 986 m2
に，休憩施設 97 m2，駐車場120台分の規模をもつ道
の駅である。合わせて花卉ハウス 3 棟，加工施設 1
棟や売店施設 1 棟，コメ精米機・販売機を含む施設 1
棟などあり，町の拠点施設として機能している。駐車
場・トイレ・休憩施設などは県が事業主体となり，県
単交通安全対策（二種）事業を，また直売施設やその
他売店などについては町と JA が事業主体となり経営
構造対策事業を活用している。道の駅には直売施設だ
けではなく，単体の事業組織が複数配置されている
が，ここでは主に直売施設を取り上げて，検証してい
こう。花の里利用組合の経営打概況を表 2 に示した。
花の里利用組合の直売施設は通年営業で，周辺農家
が出荷する農産物のほか，非農家が中心に作成する加
工品や手芸・工芸品が多く並ぶ。農産物の販売手数料
は15である。中小規模の食品製造会社の仕入れ商
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表 道の駅花の里いいじま利用組合の経営概況
設 立 年 2002年 8 月
事 業 形 態 利用組合
農 業 経 営 なし
事 業 活 動 【内容】直売施設の運営（農産物や加工品，手
芸・工芸品の販売），花卉の販売，軽食（たこ
やき等）の製造・販売など
【敷地面積】直売施設986 m2
【販売額】203,500千円（直売施設単体）
他 店 舗 パン製造・販売店，ジュース製造施設，食
堂，郷土食販売店，コメの精米・販売店
資料 法人資料，筆者ヒアリングより筆者作成
図 道の駅花の里いいじま利用組合と農家のかかわり
資料 組合資料および筆者ヒアリングより作成
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品も多く，伊那谷を中心に県内の製品が陳列されてい
る。販売額うち，約 6 割が組合員の出荷品，その他
を仕入れ品が占める。
敷地内には食堂，パン製造販売店，郷土食の販売店
（タイプ 2 の株ふるさとの味直営店舗），ジュース加
工事業体（タイプ 4 のいつわ系列組織），無人の精
米・販売所（JA 上伊那が運営）がある。花の里利用
組合では直接的に農業生産は行っていない。花卉ハウ
ス，ブルーベリー園が併設されているが，経営は別法
人が行っている。期間限定のブルーベリーの販売施設
もあり，一部の組合員が収穫，販売作業に携わる。以
上の各店舗の経営は独立採算である。2 階にはイベン
トスペースがあり，文化情報の発信の拠点としても位
置付けられている。例えば，女性のクラフトアーティ
ストの展示販売や，写真の展示などが定期的に行われ
る。他にも道の駅全体をあげて，季節ごとにイベント
や催しを行う。
花の里利用組合と農家の関係を図に示すと，図 2
のようになる。花の里利用組合には以下のような人々
がかかわっている。まず役員は農産物直売部会 5
名，手芸工芸部会 2 名，加工・売店部会 3 名，食堂
部会 1 名，米販売店 1 名が選出されている。
花の里利用組合の直売施設では従業員とパートを合
わせ10名ほどが勤務している。支配人は男性，従業
員は全員女性で，20代から50代の女性が勤務する。
非農家が多いが，花卉生産農家の女性もいる。
2013年度の出荷者は総数389名で，このうちの約 7
割にあたる272名が町内居住者である。出荷者のう
ち，まず主業農家の事例から見ていこう。
50歳男性の A 氏は多くの事業体に農産物を出荷し
ている。A 氏は花の里利用組合の隣地区に居住す
る。現在の経営は田 7 ha（水稲 5 ha，転作 2 ha）と，
ハウス 20 a ではキュウリとトマトを栽培する。その
他にナシ・モモが数本と，稲苗の出荷も行う。農作業
のほとんどは A 氏が作業をし，母がその一部を手伝
ってきたが，農外勤務をしていた妻が仕事量を減ら
し，手伝いに入るようになった。現在，キュウリの仕
分け作業や，出荷作業は妻が担当している。出荷先を
決定する役割も A 氏から妻へ移行した。キュウリ収
穫期には 2 名ほど近隣から雇い，労働力を賄う。キ
ュウリの販売は農協を通じた市場出荷が中心である。
農協を通じ，学校給食へも供給している。
花の里利用組合をはじめ，周辺の直売施設にはキュ
ウリを出荷する。A コープの直売コーナーへ出荷す
る分が多い。道の駅の顧客には観光客が多いが，A
コープの場合，地域住民が食料の購買を目的に足を運
ぶ傾向が強い。キュウリなど日常野菜が動くのはそう
した販売施設だと把握している。また，以前までであ
れば廃棄処分やキロ単価100円という安値で販売して
いた格外品相当の生産物について，「加工用」「漬物用」
と記入するなど包装に工夫することで，直売施設へ回
す量を増やした。手間はかかるが，廃果量を減らすこ
とで収入につながった。少し工夫を加えるだけで売れ
行きが良くなるなど消費者の行動がうかがえることも
楽しいという。
しかし，同様の主業農家であっても，花の里利用組
合の直売施設のみに直売出荷し，他の直売施設へは出
荷しない農家もいる。果樹農家 B 氏は花の里利用組
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合の立地する隣地区に居住する。ナシ 70 a，リンゴ
70 a を栽培する。水田に関しては営農法人へ貸与し
ているが，B 氏はオペレーター作業などに参加するな
ど中心的な役割も担っている。果樹栽培については夫
婦で作業を行う。生産品の販売についてはダイレクト
メールやリピーターの顧客に対する直接販売が量，金
額ともに多い。まずリンゴに関しては収量の 8 割が
贈答用となる。販売方法は知人や知人を通じた直接販
売と，花の里利用組合から受ける注文販売である。残
り 2 割にあたるキズ・格外品は町外の業者へジュー
ス加工を委託し，町外の直売施設で販売している。ナ
シに関しては，早い時期の和ナシを農協の特別販売
ルートで販売する。その他の和ナシと洋ナシは 2 割
を農協の一般流通に販売し，8 割をリンゴ同様の方法
で販売している。リンゴは保存がきくため販売の融通
が利くが，ナシの場合には鮮度が重要となるので，早
い段階で販売先を確保し，出荷する必要がある。花の
里利用組合に対しては注文分のみを出荷し，可能な限
り自宅から消費者へ直接発送する。B 氏は花の里利用
組合の直売施設が設立した当時からナシの出荷を継続
してきた。生果のナシを出荷するのは花の里利用組合
の直売施設と決めている（注 8）。「○○農園のナシは
この直売施設へ行けば手に入る」と消費者に認識して
もらいたいという話からは，購入場所を限定すること
で付加価値を高めようとする意図がうかがえる。直売
施設で購入した消費者から B 氏へ直接注文の電話が
来ることも少なくない。しかし，直接販売は手間がか
かるため，本来であれば農協選果場のみに出荷できる
のが好ましいとする。とはいえ，農協へ出荷する場合
には出荷手数料の負担が大きいことなどから，直接販
売しなければ収入として十分に確保することが難し
い。そのため，現在のような販売方法を選択するよう
になった。
以上のようなおおよそ50代以下の主幹的な販売農
家は，花の里利用組合における全出荷者数のうち 1
割にも満たない。出荷者に多いのは60代後半以上の
小規模農家である。例えば，70歳男性の C 氏の場
合，生産品のうちリンゴとナシに関してはほぼ全量を
農協へ出荷している。野菜の栽培は自家用栽培の延長
にあるとしており，多くの量は栽培していない。花の
里利用組合のほか，タイプ 5 で登場する株田切農産
の直売施設や町外の直売施設へ出荷する。花の里利用
組合をはじめ，直売施設には農協のように農産物の規
格や出荷についての規制が少ない。マニュアルがな
く，自分で売価を決定できるところに魅力を感じてい
るという。
このように，直売施設は農業経営の規模を縮小する
高齢の販売農家や会社を定年退職した帰農者にとって
の農作物の販路となっている。
さらに花の里利用組合の直売施設では農産加工品も
販売されている。町内の農家や女性グループが加工し
たジュース，ジャム，ドライフルーツ，漬物，菓子，
パンなどが並ぶ。タイプ 2 に含まれる小規模な女性
起業や，タイプ 3 の餅加工の事業体も出荷している
ほか，個人の加工活動においては主要な販路となって
いる。農産加工だけではなく，手芸や工芸品も並ぶ。
出荷販売額についてもっとも多く売り上げるのは後
述するタイプ 3 の餅加工を行う事業体で，年間の販
売累計は約500万円に及ぶ。ただし，生産者全体では
平均年間販売金額は20万円ほどである。年間 2, 3 万
円ほどの小額出荷者も少なくない。現金収入としてみ
れば決して大きくはなく，「お小遣い程度」の金額と
いえよう。
花の里利用組合が運営する道の駅の直売施設は地域
の農業者の収入を十分確保できるほどには至ってはい
ない。それでも多くの農家の所得を支えている。
以上，花の里利用組合による直売事業は町における
農家の販路として確立した。現時点における経営も安
定している。後継者の引継ぎを見据え，人材育成も計
画的に行われている。集客の維持・向上が重要となる
一方で，集客のために多くの生産者による出荷の継続
が要件となる。経営規模の小さな高齢農家や，いきが
い的な農家からの農産物出荷によって大きく支えられ
ている。
 加工中心の事業体◯ タイプ農村女性起業 株
式会社ふるさとの味いいじま
続いて加工事業を中心とした事業体をみていこう。
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表 株式会社ふるさとの味いいじまの経営概況
設 立 年 1994年 4 月
事 業 形 態 株式会社
農 業 経 営 なし
事業活動 【内容】菓子・惣菜の製造・販売
【主な商品】常時販売五平餅，おやき，ゴマ
せんべい，そば・うどんなど軽食の提供（本
店），惣菜（3 号店），お赤飯や草だんごなど
（イベント出店時）
【販路】直営 3 店舗，道の駅，近隣直売施設・
スーパーマーケット，町内外イベント出店
葬祭場への仕出し（2013年で終了）
【販売額】約30,000千円
資料会社ホームページ，筆者ヒアリングより作成
図 株式会社ふるさとの味いいじまの事業と周辺農家・非農
家のかかわり
資料 筆者ヒアリングより作成
注 1 社員を含むのべ人数
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そのうちのタイプ 2 は農業者が組織化を図り，農業
以外の事業活動を開始した 6 次産業化事業体であ
る。農家女性起業はここに位置づけられる。町の中で
最も多いのはこのタイプ 2 の女性起業である。いず
れの女性起業も農業生産基盤をもっていない。
それでは株式会社ふるさとの味いいじま（以下，株
ふるさとの味）を事例にみていこう。まず設立の経緯
について，町では1990年代以降，地域おこしの一環
として女性たちの特産品づくりを推進した。その背景
には1980年代の基盤整備事業等による農業の機械化
が進んだことがある。農業で余剰するようになった農
家女性の労働力を活用する方策として取り組みが進ん
だ。合わせて，農業関連事業による農家外所得の向上
が目指された。株ふるさとの味の母体は伊南農協の生
活部会である。町に，拠点施設となる「小さな道の
駅」が設立されることとなり，事業主体が検討され
た。そこで生活部会長を中心とした20名ほどの女性
たちが担い手となった。郷土料理である五平餅の研究
を行い，1994年に店を構えた。その後，花の里利用
組合の道の駅の販売店舗と惣菜販売店舗を設けた。
2008年には男性を社長に起用し，株式会社化した。
それでは現在の株ふるさとの味の経営概況を表 3 に
示そう。
株ふるさとの味の事業の柱は五平餅やおやきといっ
た信州の郷土食の製造と販売である。飲食店での販売
を中心とした加工販売事業を続けてきた。
工場を兼ねた本店は飲食店として，そばやおにぎり
といった軽食を提供する。2003年，花の里利用組合
の道の駅に 2 号店を出店し，本店で製造した製品を
販売する。また，2010年に出店した 3 号店では惣菜
販売を開始した。現時点では経営規模としてのピーク
は過ぎ，規模の維持もしくは縮小傾向にある。
原料については主原料となるコメの約 8 割を農協
から調達し，それ以外を社員やその他の周辺農家から
購入する。野菜は社員の持ち寄りが多く，周辺農家か
らも一部を調達する。山菜類や飾り用の笹の葉など
は，従業員が近隣の川辺などで収穫したものである。
商品の販路は自社直営店の店頭での販売量が最も多
い。過去に販路開拓を積極的に行った経過もあって，
近隣の直売所やスーパーのほか，一部では都内の飲食
店にも卸している。町内外のイベントにも年間を通じ
て多く出店する。他の女性起業と共同で中元・歳暮用
の小包便の送付もおこなう。
施設は町行政が拠点施設として設置したところを貸
与している。また，3 号店については町内の空き店舗
を借受けている。
株ふるさとの味における事業内容の特徴は社員が事
業活動において，生活者としての視点を取り入れてい
る点である。地域社会への貢献性の高さが指摘でき
る。例えば，原料を野原や川で採取する際には社員が
保全活動を行い，地域資源の管理に貢献している。ま
た，町の植栽ボランティアへも出動し，地域の景観管
理に協力する。
株ふるさとの味と農家の関係を図に示すと，図 3
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のようになる。株ふるさとの味には以下のような人々
がかかわっている。
まず，社長 1 名が配送・経理・人事管理などを担
当し，従業員14名全員が製造・販売中心に従事す
る。うち 3 名が部長を務める。従業員は全員女性
で，最年少が60歳，最高齢は74歳である（2014年 1
月時点）。65歳未満で入社すれば社員として採用し，
75歳定年制度としている。社員は町内の第 2 種兼業
もしくは自給的農家が多く，戸別で農業を継続してい
る。基本就労時間は午前 8 時から午後 5 時である。
12月から 3 月の冬期では週 2, 3 日程度，夏期は週 5
日程度の勤務である。2008年に株式会社化した際に
は経営基盤を強化するため，男性を社長として採用し
た。現在は元農協職員が 2 代目の男性社長として就
任している。
社員の採用は既存社員が知人や自宅の近隣住民への
直接勧誘してきた。現在在籍する社員にとっては企業
退職後の再就職先として位置づけられている。開始当
初は機械化で余剰人員となった40～50代の農家女性
の活躍の場として機能していたものの，現在は小規模
高齢農家女性を中心とした高齢者のやりがい，社交の
場としての性格が強い。そのような「第 2 世代」と
も呼べる現在の社員たちは，家にいるより収入を得ら
れることに張り合いを感じている。また，退職後は人
との交流の機会が減少することから，コミュニティへ
の関与の意義を感じ，勤務したいとする声も聞こえ
た。一方では事業活動の中で安全・安心な食べ物をつ
くるということに誇りを持っており，その役割を認識
している。
加工原料となる野菜は従業員による持ち込みが中心
だが，主業農家から格外の農産物を一括注文する場合
もある。先に挙げた株ふるさとの味に出荷を行ってい
る A 氏は2013年まで株ふるさとの味に対し，キュウ
リの格外品を出荷していた。3～5 kg を単位に注文が
入り，キロ単価300円程度で取引していた。廃果に近
いもの活用し，換金してくれることを有難いと感じて
いた。
また，高齢の自給的農家からも原料農産物を購入す
る。町の高齢農家の多くは自らが耕作可能な農地を残
し，小規模な農業経営もしくは自給的な農業を営んで
いるケースが多い（構成員から聞取り）。所有する農
地のうち，大部分を地区の担い手営農法人や周辺の意
欲的な農業者に作業委託や農地貸与を行っている。そ
のような小規模農家が作る農産物の場合，量的・質的
な面から農協への出荷は難しい。さらに自家用に作る
減農薬・無農薬の野菜の場合では虫食いなどが目立つ
ことから，直売施設へも出荷できないことが多い。し
かし，女性起業ではおいしく安全なものを提供するこ
とを活動の意義としており，このような原料が適して
いるとする。株ふるさとの味は原料調達を通じ，一部
の高齢農家に対して経済的な側面に加え，生産意欲を
もたらすことで，農業の継続を後押ししている。
他の女性起業についても触れておこう。例えば，味
噌加工を行ってきた飯島町みそ加工研究会は12月～3
月を中心とした農閑期に活動している。在来品種であ
る大豆ナカセンナリの栽培を農業生産法人へ栽培を
依頼し，それを用いた味噌の製造を行う。事業の立ち
上げ時から参加する70代女性の D 氏は，元普及員の
経験を活かし，積極的に参加してきた。味噌は近隣の
直売施設数店舗を中心に出荷する。学校給食を通じ，
地元の子供たちにも伝統的な味噌の味に親しんでもら
うことができる。自宅で味噌作りを行わなくなったた
めに，原料を持ち込み加工委託する農家や，麹のみの
購入者もいる。D 氏は農家経営に差支えのないこと
を前提に味噌加工へ取り組んできた。副業の場として
認識しており，冬場だけの活動であることが農家にと
って適度な活動量であり，やりがいの場となっている
という。一方で，そのような勤務スタイルでは若い世
代が入ってこないことも認識しており，今後の活動の
継続を問題視する。このような問題は他の多くの女性
起業でも課題となっている。
株ふるさとの味をはじめとする女性起業の場合，か
かわりのある農家数は多くはないが，高齢者による自
給的な農業にやりがいを与えている。食文化を後継に
つなぎながら，今後はどのように技術や思いをつない
でいくのかが焦点となってこよう。そして存続のため
には新たな加工品の開発も必要といえる。
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表 株式会社信州里の菓工房の経営概況
設 立 年 2008年 2 月
事 業 形 態 株式会社
農 業 経 営 なし
事 業 活 動 【内容】和菓子・洋菓子の製造，販売
【主な商品】栗菓子，ケーキなどの生菓子，ク
ッキーやまんじゅうなど焼き菓子，水菓子な
どの和菓子，など約200種類
【販路】直営店，ネット販売，百貨店への出店
【施設規模】1,314 m2
【販売規模】約300,000千円
販 路 自社店頭販売，ネット販売，百貨店でのイベ
ント販売
資料 会社資料，ヒアリングより作成
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 加工中心の事業体◯ タイプ農商工連携企業
株式会社信州里の菓工房
タイプ 3 は加工中心の 6 次産業化事業体のうち，
農業者以外の主体が加工事業を行う事業体である。こ
こでは株式会社信州里の菓工房（以下，株里の菓工
房）を取り上げる。株里の菓工房では商工業者が町自
治体を通じた町の農業者との連携から事業をスタート
した。農商工連携企業と呼ぶこととしよう。
まず株里の菓工房設立の発端となったのは岐阜県の
菓子製造業者である株式会社恵那川上屋（以下，株川
上屋）だった。株川上屋では自社独自の栽培管理方法
によって原料を生産産してくれる地域を探していた。
一方，町では果樹生産者の高齢化と果樹園地の荒廃地
化が深刻化していた。2004年に両者合意の上，「栗の
里づくり」計画が進められた。町は栗栽培を推進する
かわりに，加工販売施設を設置することを条件とし
た。営農センター（主に町・農協）が中心となり，農
家に対し栗づくりの参加を呼びかけた。生産者サイド
では約60名が集まり，「飯島町栗研究会」が結成し，
農協の果樹部会に加わった。生産体制に合わせて新た
な町内の企業として株里の菓工房が2008年に設立さ
れた。飯島町の農業者34名のほか，2 法人が出資協力
している。広域連携アグリビジネス事業（農林水産省
公募事業）に採択され，工場を建設し，2009年には
加工販売事業を開始した。
以下の表 4 には株里の菓工房の経営概況を示した。
株里の菓工房では栗を使用した製品を中心に，和洋
菓子の製造販売を行っている。店内には飲食スペース
も設けられており，販売品のほかにデザートやドリン
クなどのメニューを取り扱う。店頭での販売が中心
で，年間の来店者数はレジ通過数が約10万人であっ
た（2013年時点）。そのうちのおよそ半数が近隣住民
で，残りは週末に訪れる観光客が占めるとされる。月
に数回は百貨店などで企画販売を行い，自社ホーム
ページではネット販売を行う。また，創業祭などイベ
ント開催も年に数回行っている。
株里の菓工房では栽培規定をクリアしたものを「認
定栗」として買い取っている。主な出荷者は町内の契
約栽培農家が中心であるが，近隣市町村にも生産者は
存在する。2013年時点での年間栗仕入れ量は33トン
であった。栗以外の原料についてはブルーベリー，モ
モやトマトなどを町内の個人農家からを仕入れ，量の
確保が難しいものは地域外からも調達している。
株里の菓工房と農家の関係を図 4 に示した。株里
の菓工房には以下のような人々がかかわっている。
まず，役員構成は代表取締 1 名，栗生産者 1 名か
らなる。出資者には飯島町栗生産者34名，恵那・中
津川生産者 2 名，関連会社 2 社である。
従業員は約30名でうち半分が社員，残りの半分が
パートである。設立の際に人材募集の広告を掲載し
た。従業員の 9 割を女性が占め，20代から40代が中
心である。中には農家出身者もいるが，非農家が多
い。従業員の居住地は町内外にまたがっており，郡外
の従業員もいる。
原料となる栗を栽培・出荷する果樹農家は70代以
上の農家が多いことが特徴である。なかには退職を控
えた果樹農家の息子世代や，I ターンで移住した夫婦
もいる。
生産者の一例として，72歳の男性 E 氏を例に挙げ
よう。E 氏は役場を退職後，農業を継いだ。現在の経
営は水稲 41 a，栗 48 a を経営し，田 28 a は営農法人
へ貸与している。従来はコメと果樹（リンゴ・ナシ）
を生産してきたが，現在はリンゴもナシも数本を残す
だけとなり，自家用に栽培する程度となった。3 年前
には栗栽培の面積を増やすため，水田 1 枚を栗園地
に転換した。作業の多くは E 氏が担っており，雇用
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図 株式会社信州里の菓工房の事業と農業者・住民のかかわり
資料 関係資料，筆者ヒアリングにより作成
※1 町外農家含む。うち町内農家は60名，3 法人
6 次化と農家
はせずに妻と 2 人で作業する。果樹園地で栽培する
栗は株里の菓工房との契約栽培であり，農協を通じて
全量を株里の菓工房へ出荷する。栽培や選果の講習会
には予定が合えば夫婦 2 人で参加する。株里の菓工
房が設立される際には社長の考えに賛同し，協力した
いと出資した。農業経営の中心を栗生産においてり，
野菜などの栽培は自家用が中心である。（従来まで栽
培していたナシやリンゴと比較して）当初は，これほ
ど楽をしていいものかと思ったが，年齢のせいもあり
今の作業量でも忙しく，手一杯であると話す。
栗を生産する農家の多くは高齢世帯が多いため，栗
の生産を主体に農業経営を行った場合，出荷用の野菜
の栽培に十分な労働力が確保できない。そのため栗生
産者のうち，直売施設へ野菜を積極的に出している農
家は少ない。また，E 氏のように夫婦で栽培に携わる
農家が多くみられる。栽培には男性が主体的に携わっ
ており，一方の女性は栽培管理には補助的に関与する
程度だが，9 月から10月の収穫期には中心的な役割を
担う。集荷の際に選果場に集まる生産者の中には女性
たちの姿も多くみられる。
また株里の菓工房へ出資を行ったのは，E 氏のよう
に株里の菓工房の意向に賛同し，協力したいとする農
家であった。一方で，株里の菓工房は栗農家が設立し
た法人に対して出資を行った。より一層，栗生産へ励
んでもらうためである。町内の 2 つの地区には各地
区の農業者が中心となった農業生産法人がある。一つ
は一般社団法人，一つは有限会社として設立された。
個人ではなく，法人で栗の栽培を継続していくことを
目的としている。
株里の菓工房では農家との契約栽培にあたり，栗の
栽培指導も担っている。株里の菓工房の親会社である
株川上屋には農業生産部門を行う関連会社があり，栗
の剪定や出荷に関してはそこが役割を担ってきた。農
業者との関係は連携による垂直的統合であり，比較的
強い結びつきにある。
栽培や出荷に関しては農協が大きく関与している。
計画を開始する際には町が農協に対して協力を依頼し
た。農協では栗生産者の組織化，集荷体制，栽培指
導，管理基準の設定などを生産体制の支援を担ってい
る。原料出荷は農協を通じて行われ，販売額のうち
1.8が手数料となる（注 9）。出荷の際は生産者がそ
れぞれ農協出荷場に栗を持ち込み，全員で検品を行う。
株里の菓工房では毎年度ごとに栗の買い取り価格につ
いて栗研究会と協議する。その際には農協職員も立ち
会い，交渉をサポートしている。本格的な出荷が開始
されるようになった2009年以降は毎年出荷直前に出
荷方法と規格の確認を行う説明会を開いている。年度
末には剪定講習会と合わせ，情報の共有や栽培苦労の
分かち合いを目的とした振興大会を開催し，株里の菓
工房代表も参加する。
計画開始から 9 年目に入り，栗の成木がようやく
目立つようになった。2013年度の時点では最も多い
出荷者で100万円強の収入を得ている。農地の再生と
しては有効であるものの，あくまでも高齢農家を前提
とした農業経営モデルにとどまっている。一方で高齢
化により栽培を断念していた果樹農家が再び自分の農
地で生産活動に携わることができ，地域に生産意欲を
取り戻したという点は高く評価される。
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表 農事組合法人いつわの経営概況
設 立 年 1989年 4 月
事 業 形 態 農事組合法人
農 業 経 営 【経営面積】15 ha（うち約 5 ha は転作相当分）
【生産量】コメ（ウルチ・モチ）計500トン
事 業 活 動 【内容】菓子類・惣菜類やジャム・ジュースの
製造，販売，加工・充填・殺菌・包装など作
業受託，器具の貸出
【主な商品】餅類，おこわ類，ウルチ米の加工
品，羊羹，パウチ惣菜，柿の皮の乾燥品，ジ
ャム，ジュース他
【販路】上伊那郡・下伊那郡内の直売施設，A
コープ，民間マーケット，名古屋・東京の卸
問屋，学校給食，葬祭場，ネット販売
【販売規模】約50,000千円
資料 筆者ヒアリングより作成
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株里の菓工房では買い取り目標を100トンとし，今
後の収穫量の増加に期待している。遊休化・荒廃化し
ていた農地に新たな作物を導入したことは，この 6
次産業化の大きな成果である。一方で，当初植えた農
家の高齢化も徐々に進んでいる。個別農家での栽培が
大半のため，栽培を引き継ぐのも容易ではない。今後
は生産体制の確立を考えていく必要がある。
販売の課題は新たな食文化を地域へ浸透させること
と並行し，栗だけではなく他の農産物を使った商品や
価格帯の見直しなども含め，地域に根付いた起業へと
順化していくことである。生産者と加工・販売者とい
う現状の連携，分業関係については良好ではある。そ
こから新たな関係性に発展していくことも期待され
る。中でも栗の生産法人が 2 法人誕生し，今後の展
開に期待が寄せられる。高齢化する栗生産者の樹園地
をいかにサポートしていけるかが今後の課題である。
 加工中心の事業体◯ タイプ加工へ展開した事
業体 農事組合法人いつわ
続いては農業生産を活かし，経営の多角化を図るこ
とで加工を中心とした 6 次産業化へと展開したタイ
プである。事例として挙げる農事組合法人いつわ（以
下，いつわ）は自社で栽培したコメ原料を使った餅・
おこわ商品の製造販売事業を中心に，多様な農産加工
品を製造している。もとは農業生産中心であったが，
餅製造施設の経営を開始して以降，加工を中心とした
事業経営を行うようになった。
まず法人設立の経緯について，いつわは1989年に 5
人の有志により設立された農事組合法人である。当時
は地域の水田経営とともに菌茸栽培を行う農業経営体
であった。当時，町の農政計画のもと，農業構造改善
事業によって菌茸施設が設置されることとなり，その
事業主体として発足したのがいつわである。建設費の
うち半分を構成員が出資および土地を担保に入れるこ
とで賄った。
加工事業へ事業を展開した背景としては，1990年
後半からの菌茸の市況の悪化の影響を受けたことが大
きい。2001年から農協の加工施設の経営を譲り受
け，餅の加工へ着手した。菌茸栽培施設は2012年に
経営を切り離し，他の法人が経営を行っている。
2013年時点，3 人の組合員を中心に自社の経営管理す
る水田 15 ha から転作分を差引いた約 10 ha で餅やお
こわの原料となるウルチ米，モチ米を生産する。耕作
に使用する農機は法人拠点の同地区にある地区営農組
合から貸与する。いつわの発足以降，田植えや収穫時
には地区の農作業に組合員が出役し，地域農業の担い
手という役割を継続して担ってきた。
いつわの経営概況を表 5 に示した。まず事業内容
について農業から示すと，加工品の主原料となるコメ
の 9 割を自社で生産している。モチ米は県の指定品
種ではなく，食味を重視したワタボウシを栽培する。
加工事業について，法人の主力の加工製品は自社の
コメを使用した餅とおこわである。白餅の他にもヨモ
ギやアワを混ぜた餅や地域の独特な餅（例えば，ひも
で吊るし乾燥させた「凍り餅」や，「はぜ」という薄
切りの乾燥させた餅）の製造を行っている。
他にも多様な製品を製造する。羊羹は旬の果実など
と合わせて，季節ごとに異なった味のものを販売して
いる。また，ジュース・ジャム製品の製造も行ってい
るが，当該部門はもともと別組織だった任意法人を
2013年に統合した。筍の水煮は学校給食へ納入する
ほか道の駅でも販売する。地場産食材として需要があ
り，年間500万円ほどの売り上げになる。柿皮の乾燥
品は漬物業者に引き合いがあるが，ときには個人から
もネットを通じて注文が入る。
自社製品の加工だけではなく，加工や包装の作業受
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図 農事組合法人いつわの事業内容と農家のかかわり
資料 筆者ヒアリングより作成
6 次化と農家
託も行っており，サービス事業における収益もある。
こちらは農業者や加工業者の下請けとして行うことが
多い。農家からの持ち込み原料を餅へ加工するほか，
餅つき用の道具レンタルと合わせて，米を蒸かす作業
までを受託する場合もある。また，充填や包装作業の
受託も行う。
原料調達に関して，自社で生産しきれないものは栽
培を委託する。野菜や果樹については農協からも多く
を調達する。例えば，ニンジンが豊作になった際に
は，農協から活用してほしいという依頼を受け，新た
なジュースを開発した。
販路は上伊那郡内が中心で，直売施設や A コー
プ，その他スーパーの直売コーナーが主要な販路とな
っている。給食や葬祭場との取引も多い。県外の卸問
屋との取引もある。自社のホームページではネット販
売も行う。中元・歳暮の時期には女性起業とともに
「ふるさと便」という贈答用の詰め合わせの発送も行
っている。それに伴って，いつわでは女性起業の事務
手続きの窓口として機能しており，その分については
手数料を受け取っている。
いつわと農家の関係を図 5 に示した。いつわには
以下のような人々がかかわっている。農業・餅加工施
設では組合員 3 名の他に，常勤者として50代男性 1
名が勤務する。また，非常勤として60代から70代の
女性が10名ほど所属する。餅販売の繁忙期にあたる
10月の末から12月末には臨時雇用20名を採用する。
組合員やパート社員が知人や自宅の近隣住民を勧誘し
て労働力を補ってきた。
ジュース加工施設には60代男性 1 名と女性 3 名が
パートとして勤務している。男性の組合員は60代か
ら70代，またパートの女性たちも同年代である。
モチ米は一部を町内農家に栽培を委託していたが，
現在は自社生産で賄っている。ウルチ米については自
社で生産が賄えない残りの 1 割を町内の生産法人か
ら購入する。大麦，小麦も自社生産で不足する分は同
様に購入する。アワや紫黒米などの雑穀類は近隣町村
の農家に品種を指定し，栽培を委託する。菌茸や長芋
などは近隣の農家や農業生産法人の生産品を使用す
る。筍は近隣の15軒が出荷に協力している。柿皮は
隣郡の農家まで調達へ赴く。筍や柿皮などは加工原料
として使用されるまで，活用されていなかった。その
他の原料も調達と加工特性が見合えば地域のものを極
力使用する（注10）。
事業体のかかわりのある農家・非農家の特徴として
は，加工事業としてタイプ 2 やタイプ 3 と比較した
場合，個人的なネットワークが広域に及んでいること
がわかる。いつわの代表は町の営農に尽力してきた人
物の一人である。そこで築かれた信頼関係が農家の出
荷の意向へとつながっている。筍の場合には一部の農
家から出荷が開始されると，口コミで出荷者が増え
て，農業から離脱した非農家も出荷に協力してくれる
ようになった。
いつわには主業農家や農業を離脱した農家に加え，
女性起業や営農法人といった事業体間の横のつながり
が多くみられた。隣接する本郷地区の営農法人とは情
報の共有や原料の調達を行うなど接点は多い。女性起
業の事務・配送作業もわずかな手数料で行っている。
いつわでは農業を経営の基盤としながら，生産要素
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表 株式会社田切農産の経営概況
設 立 年 2005年 4 月
農 業 経 営 【利用権設定面積】108 ha
【経営耕地面積】62 ha
【作業受託面積】85 ha（のべ）
【主な機械・施設】トラクター 1 台，キャリ
アカー 1 台，ロータリーシーダー 1 台，乾燥
施設一式，ペレット製造機 1 台，ネギ選別
機，結束機等一式，育苗ハウス 5 棟，アスパ
ラハウス 1 棟
【規模】117,000千円
事 業 活 動 【内容】直売施設の運営，ホテル・飲食店への
配達
【販売規模】17,000千円
その他の事業 堆肥施設の受託運営
農産物の販路 JA，地元消費者，自然食品販売会社，酒蔵会
社，飲食店（蕎麦他），通販他
資料 会社資料，筆者ヒアリングより作成
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の限界もあり，生産のみで収益性を伸ばすのではな
く，加工，販売まで事業を多角化していった。少量多
品種の地域資源を集荷し，加工を施すことで，流通す
ることが難しい地元産農産物の販売を実現させてい
る。町の加工事業体として，多くの人とかかわりなが
ら，多様な加工品を生み出している。
事業における課題は非農家の50代男性が一部に参
加していることを除けば，労働力の提供者および原料
の出荷者ともに，高齢者が多いという点である。後継
者の育成を進め，事業の引継ぎをしていく必要がある。
 農業中心の事業体 タイプ直売へ展開した事業
体 株式会社田切農産
タイプ 5 は農業経営を基盤に直売事業を展開する
事業体である。事例として取り上げる株式会社田切農
産は，6 つの集落からなる田切地区を範囲に，地域内
の全戸の農家263戸の出資からなる集落営農法人であ
る。直売施設の運営も行うが，事業収益の内訳は農業
生産によるところが最も高く，農業中心の事業体であ
る。
法人設立の経緯について，株田切農産は地区内にお
ける農業の担い手として2005年に発足した。地主の
任意組合であった地区営農組合から，機械利用部の機
能を法人化し，経営を担うことになった。現在の地区
営農組合では転作などの農地利用や機械作業の日程な
どの調整作業を担っている。一方の株田切農産では農
業の実践組織として，農家から農作業を受託するとと
もに，自社の農業経営に専念する。
直売事業に関しては，2010年から売り場面積 74 m2
の直売施設を経営している。小型の店舗のため，店員
と来店者が気軽に会話のできる距離にあり，大型の道
の駅とは異なった趣がある。自社で栽培した農産物以
外に，周辺の農業者の栽培した農産物や加工品，手芸
用品や苗や鉢植えなどを販売する。一部には仕入れ品
もあるが，多くが地域生産者や住民の出荷品である。
株田切農産の経営概況をみていくとしよう（表 6）。
株田切農産は 4 つの部門に分かれている。普通作部
門，野菜部門，果樹部門，直売部門である。まず農業
経営に関して，普通作部門では水稲 26 ha，WCS 46
ha，大豆 14 ha，麦 1 ha，ソバ 12 ha，野菜部門では
ネギ 4 ha，唐辛子 1.5 h ほかアスパラなどの野菜や
ハーブなどが 1.3 ha となっている。また，いわゆる
ナラシとして，耕作名義は田切農産であるが，実際の
耕作を農家が行っている（＝作業を農家へ再委託して
いる）農地が 46 ha に及ぶ。
自社生産品は市場出荷とともに，自社販路による直
接販売も行っている。ハーブは直売施設にハーブ園と
して設け，摘み取りしたものを買い取ることができ
る。果樹部門にはごく小規模であるが，モモやブルー
ベリーなどがある。農産物の販路は市場，直売，契約
栽培がそれぞれ約 3 割ずつを占める。
農作業受託はのべ面積 85 ha で，その内訳は刈取り
45 ha，田植え 20 ha，代掻き 15 ha，その他（大豆の
防除作業など）である。作業受託面積は年を追うごと
に減少してきた。全面的に離農する農家が増加を続
け，貸付面積が増加しているためである。農機につい
ては一部を所有するが，多くは地区営農組合から貸与
し，農作業を行う。
直売部門では直売施設の運営の他に，近隣の飲食店
や宿泊施設，個別農家への配達業務も行う。ホテルの
敷地内で行われる朝市や近隣のイベント時にはトラッ
クに農産物を乗せ，出張販売を行う。
直売施設を設置した契機は，一つに，自分たちで生
産した農産物に対し，価格をつけて販売する場を設け
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図 株式会社田切農産と農家のかかわり
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注 1 加工品出荷のみの人または農産品および加工品を出荷する人を含む
注 2 農産品と合わせ出荷する人を含む
注 3 町外農家のみ
6 次化と農家
たいという意向が社長をはじめ役員の中にあった。こ
れは農協などに出荷するだけではなく，生産した農産
物に価格をつけ，経営感覚を高めることを意図してい
る。それは社員に対してだけではなく，周辺農家に対
しての意向でもある。
二つに，周辺農家から売る場所を設けてほしいとい
う要望を受けたことである。栽培作物の品目を順調に
増やし，次は直売所がほしいという声があった。ま
た，以前まで近隣には高齢者の運営する直売所があっ
たが，そこが閉店したことを惜しむ声が多かった。当
初は簡易的な施設で済まそうとしていたが，直売施設
を検討していることを聞いた行政の後押しがあり，補
助事業を受けることになった。
株田切農産では直売事業の他にも事業展開を図って
いる。自社で加工した原料を委託加工する。今後は自
社加工品の商品化も検討している。また，地域とのか
かわりも大きい。地元の豆腐工房に出資を行ったほ
か，地区のゲートボールチームへの後援もする。ま
た，年に 1 度は農家との懇親の場として，出荷者が
楽しめるイベントを開催している。
以上の株田切農産と農家の関係を図 6 に示した。
株田切農産には以下のような人々がかかわっている。
まず構成員は代表取締役 1 名，取締役 1 名，監査役 2
名，経営会議参加者18名である。経営会議の参加者
には作業に参加しない農家も含まれる。
2013年度時点で従業員は 7 名で，男性が 6 名，女
性が 1 名である。20代から40代が中心である。社長
は町内の主業農家であった。設立当初は地区内で協力
が期待できる農業経験者に声をかけ，採用した。その
後は就農を希望する人材が直接，または町を通じて就
職を希望してくるようになった。現在，従業員のうち
半数は町内出身者で，他は県内外の出身者である。こ
のように法人の後継者育成を目的としているのと同時
に，周辺地域の担い手として農業者の育成を図ってい
る。
非常勤は35名ほどいる。定年退職者が多く，65歳
以上の労働力が中心である。法人側から声をかけた場
合もあれば，自ら作業への参加を希望してくる場合も
ある。では退職してから株田切農産へ勤めるようにな
った F 氏63歳の場合をみていこう。
F 氏は農業が好きだったことから，株田切農産設立
以前より地区の農作業に参加してきた。定年退職後も
農作業に参加したいという希望を持っていたことから，
株田切農産の設立時には出資をし，株田切農産の役員
となった。所有する農地の大半は株田切農産に貸し，
非常勤として農作業に従事している。月間の勤務日数
は 7 日から10日ほどだが，8 月から12月の期間には平
日はほぼ毎日出勤する。また，別途栽培管理者として
ネギの栽培もしている。農業は協同作業の方が楽しい
と感じており，株田切農産とのかかわりを好意的に見
ている。また，管理委託者になると協同作業だけでは
なく，個人作業も増えた。互いに技術を高め合うこと
ができる点も評価している。ネギ部会の仲間とは会合
も開く。若い人とも交流でき，充実している。また，
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株田切農産の直売施設には野菜を出荷する。F 氏は株
田切農産の育苗用ハウスが使用されない期間に借りて
栽培する。年間で15万円ほどの売り上げになる。株
田切農産では定年を過ぎても一定の雇用条件のもとで
従事することができる。退職後に農業を一から始める
ことは難しいが，会社で農業をやるのであれば安心し
て取り組むことができる。
合わせて自分の農地では栗を栽培し，加工者である
株里の菓工房へ出荷する。栗の出荷が忙しい時期には
株田切農産へは出勤しない。栗の生産では，講習会や
集荷場での共同選果などで地域農業者とかかわりを持
ちながら栽培の向上に励む。
以上のように F 氏は株田切農産や株里の菓工房と
かかわることで，地域農業者と多様なかかわりをもっ
ている。農業とともにコミュニティに対して積極的に
楽しみながら参加している様子がうかがえた。
株田切農産では女性も農作業に参加する。機械依存
の作物だけではなく，ネギやアスパラといった園芸作
物に着手することで，より多くの手間を必要とするよ
うになった。雇用の機会を拡張することにつながって
いる。生産に携わる女性は臨時雇用の 5 名で，60代，
70代である。1 名を除き，自家農地をすべて株田切農
産へ貸与した非農家である。空いている時間に何か
やりたいという人や，何かやるなら農業がいい
という人など動機は異なる。周辺には60代を雇用す
る場所も少ないこともあって，そのような人材が活躍
できる場となっている。
さらに草刈や耕起，水見などの一部の作業のみを担
っている農家や離農者もいた。作業が可能な農家には
できるだけの作業を再委託する。当人の農地だけでは
なく，付近の農地の草刈や，畑の耕起も依頼している。
直売部門には配達や営業などを中心に行う女性社員
1 名と，直売施設の店員として40歳代から50歳代の女
性 8 名がパートで勤務する。近隣に大学があるた
め，夏期には学生も加わる。子育て世代の女性にとっ
て働ける時間は限られるが，時間や日程の融通が利
き，来店者とも楽しく会話ができると評価していた。
出荷登録者は法人を含む203名で，出荷者の居住範
囲は近隣市町村に及ぶ。このうち町内農家は157名，
うち株田切農産が立地する同地区内の居住者は92名
である。世帯や夫婦での出荷もあるが，登録名では男
性が133名となっている。出荷者として登録していて
も，出荷を辞めてしまう人や，辞めても再開する人な
ど，出荷者には変動がみられる。
出荷者全体で年齢が把握できた186名のうち，60歳
以上の出荷者は89名と半数近いが，30代から80代ま
で年齢層は比較的広い（注11）。主業的な農家は 8 世
帯である。出荷者には非農家もおり，特に雑貨品の多
くは非農家からの出荷が多い。先に挙げたタイプ 1
の事例に登場した専業農家の A 氏や高齢農家の E 氏
も株田切農産の直売施設へ出荷している。
また，タイプ 3 の株里の菓工房に栗を出荷する E
氏は株田切農産の地区内の農家で，営農面での株田切
農産とのかかわりが大きい。E 氏の所有する農地に関
して，所有する田はすべて株田切農産のナラシに参加
し，うち 28 a を貸与している。水田 2 枚 41 a に関し
ては田植え，収穫，防除の作業委託し，自身は水管理
や畦畔の草刈を行なう。基本的に野菜などは自家用中
心に栽培しているが，ナシや筍やミョウガなど自家消
費分以上に収穫できた場合には株田切農産の直売施設
へ出荷する。従業員から出荷して欲しいと依頼される
ほか，知人から美味しいと言われるため，手間がかか
るがやめられないという。他の直売施設へは出荷する
ことは稀である。
地区内に住む I ターン移住者にも出荷者がいる。G
夫妻は早期退職し，10年前に県外から越してきた。
夫はかねてからの職業である建築の業務を継続しつ
つ，ブルーベリーの栽培，養鶏を飼い，妻は自宅に併
設したパン工房で，パンやお菓子の製造を行っている。
株田切農産，花の里利用組合の直売施設にブルーベ
リーやパン，ジャムを出荷する。近隣農家の農作業の
手伝いをし，合わせてジャムの原料を購入する。妻は
株田切農産の直売施設にときおり販売員として勤務し
ている。
直売施設では農産物だけではなく，農業者や経営体
や女性起業による加工品，手芸品，工芸品の他，食品
企業の商品もある。近隣の食品業者との農商工連携で
つくった自社の唐辛子入りの調味料や，委託加工した
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トマトソースも販売している。手芸品や工芸品などの
クラフト製品は非農家の出荷が多いのが特徴である。
直売施設に関しては課題も挙げられる。株田切農産
の直売施設は週末には観光客も多いが，平日は地域の
住民がほとんどを占める。出荷の売れ残りを危惧し
て，価格を下げて出荷する生産者も見られ，一部では
低価格競争を招いている。したがって，高齢農家が趣
味やいきがいのために出荷する場合には販売価格を下
げても所得面への影響は少ないが，新規就農者にとっ
ては出荷の継続が難しいことが指摘できよう。
以上のように，株田切農産の場合にはかかわる人材
の年齢構成や特性は広範囲に渡る。株田切農産が事業
を広く多角化することの背景には，地区内農家に農業
の継続をしてもらいたいという意向がある。株田切農
産は地区における農業の担い手として信頼を得てお
り，農地は集積されやすい。これ以上の規模拡大を行
うと収益性の低下が懸念される。そのため，農家・非
農家と広くかかわりを持つこと，つまりは雇用の場を
提供することで，地域農業に携わる労働力を確保しよ
うとしている。それは同時に，農家の農業離れ，農地
離れを防ぐ意図もある。以上は農村の活性化をすると
いう大きな目標につながっている。
. 事業体サイドによる農家の選択と規定要因
以上では 6 次産業化のタイプごとに，事業内容お
よびかかわりのある農家を検証した。事業体とのかか
わり方の媒体となるものは，◯加工原料・販売商品と
なる生産品，◯事業に必要となる労働力，◯資本（資
金や農地），◯事業者側からの財・サービスであった。
以下では，事業体の視点から媒体ごとにかかわりの
ある農家の特徴と，両者の関係を規定している要因を
検証していこう。
 直売用および加工用の生産品
まず，加工用原料もしくは直売施設で販売商品とな
る生産品は事業体にとって欠かせない経営資源であ
る。ここでは，生産品を直売事業用と加工事業用とに
分け，それぞれの特徴とともにその出荷者の特徴をま
とめる。そこから事業体サイドにおける選択要因を検
証しよう。
◯ 直売事業向けの生産品
それでは直売事業における農産物の特徴から示そ
う。農業中心の事業体である集落営農法人（タイプ 5）
が運営する直売施設においては一部自社の農産物を扱
っている。ただし，農業を行っていない販売中心の事
業体である道の駅（タイプ 1）と同様に，品揃えを充
実させるためにも近隣の農家からの仕入れが欠かせな
い。
ここで直売施設に出荷されている農産物を大別して
いくと，第 1 には果樹などで言えば市場と同様の品
質のもの，第 2 に 2 級品や格外品と呼ばれる色や形
の悪いものが出荷されていた。野菜類では後者がほと
んどである。これらは専業・兼業農家及び，高齢者で
も販売目的の農家が出荷している。
第 3 に多品目多品種にわたる野菜類である。その
特徴としては市場流通では珍しい変わった色や形の野
菜が多い。小規模農家や自給的農家が出荷している。
また，出荷者の中には非農家もいる。
第 4 に農産物だけではなく，手芸品や工芸品の出
荷が多かった。これはタイプ 1 とタイプ 5 に共通す
る点であった。さらに，これらは非農家による出荷が
多くを占める。
直売施設は農産物や加工品の販路として，誰でも出
荷しやすいオープンな特性をもつ。それは農協を通じ
た従来の市場出荷と比較すれば，出荷の規定が緩いた
めである。したがって，農家に加え非農家からの出荷
も多く，幅広い層の出荷者が存在した。
◯ 加工事業向けの生産品
続いて，加工事業向けの生産品の特徴をみていこ
う。加工の原料となる農産物の場合，事業体のタイプ
ごとにその特徴は大きく異なっていた。以下に加工中
心の事業体のタイプごとに特徴を示そう。
まず女性起業（タイプ 2）において，まず例に挙げ
た株ふるさとの味では，農協を通じて多くの原料を調
達しているが，一部を農家から買い取っていた。主原
料のコメの他にも野菜は少量必要なものと，ある程度
― 104 ―
明治大学農学部研究報告 第64巻－第 3 号（2015)
の量を確保したいものとがある。社員の持ち込みが中
心であったが，前者には農家にとって自家用に近い農
産物が，後者には裾ものと呼ばれるような格外品が活
用されていた。どちらも厳密な契約形態はとっていな
い。前者は社員や高齢の自給的農家が，後者の多くは
専作の主業農家が出荷していた。
その他の女性起業をみていくと，まず味噌加工グ
ループの場合，農業中心の事業体（タイプ 5）である
株田切農産から仕入れていた。量を確保するために口
頭で契約が交わされている。味噌に用いる大豆は均質
性が求められ，複数の農家から仕入れるということは
難しい。漬物を加工する女性グループでは集落営農法
人から調達していたが，生産をやめてしまったため，
個人の農家から仕入れるようになった。
農商工連携企業（タイプ 3）で扱う原料（栗）は契
約栽培であった。契約栽培を行う農業者は70代の果
樹農家が多かった。合わせて，退職を控えた果樹農家
の息子世代の参加や，60代 I ターン者もみられた。し
たがって，高齢の販売農家と定年帰農者が中心であ
る。契約基準に応じた栗を生産することが出荷の条件
とされ，野菜の栽培と比べ，生産の計画性が求められ
る。
生産法人による加工事業（タイプ 4）では多様な原
料を集荷し，活用していた。そのために多様な出荷者
が存在した。高齢の販売農家に指定品種を委託栽培す
る一方で，小規模農家や土地持ち非農家からも農産物
を調達していた。さらに農業者だけではなく，離農者
からの出荷が目立った。また，集落営農法人の数か所
と原料の取引を行っていた。
以上のように，加工中心の事業体はタイプごとにか
かわりのある農家に特性がみられ，事業体との適合性
が認められた。それは第 1 に，出荷者サイドの条件
として，加工事業側の農産物の注文に対し，栽培条件
や取引方法に関する事項を受け入れる協力的な出荷者
に限定される。従来であれば加工の中心とされてきた
裾ものの活用という性格の原料調達は少なく，選択的
な性格が強かった。品種や品質，量などを指定した原
料の買い取りを行っているケースがほとんどであった。
第 2 に原料調達において，より厳密に量・質の確
保を必要とする場合には，事業体と農業者間で契約栽
培という取引が行われるようになる。
しかし，第 3 に，一方で原料の調達先はしばし流
動的であった。個別農家から調達する原料の場合，年
度ごとに品質にばらつきもみられることから，契約を
打ち切ったケースもあった。代わって集落営農法人か
らの調達も増加している。この背景には生産を委託し
ていた農業者の高齢化も影響していた。
このように，加工事業では直売事業と比較して，事
業体ごと，商品ごとに原料として必要な農産物が限定
的であった。それは加工原料となる農産物には量の確
保とともに，加工適性も考慮されるためである。つま
り，加工中心の事業体は農家にとって，比較的閉ざさ
れた販路といえる。この点に関しては，出荷規定に即
していれば，生産・出荷しようとする農産物を全量出
荷できる従来の市場出荷の形態とは大きく異なる。
ただし，女性起業（タイプ 2）の一部や生産法人の
加工事業（タイプ 4）における受託加工に限って言え
ば，農家が自ら生産した農産物を加工するという点が
事業の強みであることから，その性格は大きく異な
る。この場合には，あくまでも作業の受託というサー
ビス業としての位置づけにある。
◯ 直売事業と加工事業の比較
ここまで加工事業向けと直売事業向けの生産品およ
びその出荷者の特性をそれぞれみてきたが，事業ごと
に異なる性質がみられた。それは事業体が必要とする
原料の違いによるところもあるが，その他にもかかわ
る農家を規定する要因が存在している。
第 1 に，生産品の調達方法に関する違いが挙げら
れる。まず，6 次産業化では生産者から農産物を調達
する要件として，事業体から生産者へのアプローチが
必要とされる。直売事業では品揃えが重要となるた
め，事業の開始時点から多くの出荷者が必要となる。
事業開始当初について具体的に見ると，道の駅（タイ
プ 1）では，町内の農家に対し協力者を募り，利用組
合を発足させた。また，集落営農法人（タイプ 5）の
場合には，総会で農家へ声をかけるなど地区の農家を
中心に声掛けを行っている。したがって，直売施設の
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場合，事業主体は地域一帯の農業者に対して施設設置
の告知を行い，出荷を呼びかけた。一方の加工事業体
では加工品によって原料が限定される。その結果とし
て，原料調達先は主に作目別の一部農家に限定される
傾向にあった。女性起業（タイプ 2）の場合には既存
の人間関係や，生産者の知名度が影響している。農商
工連携企業（タイプ 3）では，自治体や農協といった
両者から一定の信頼を得られる組織が中間媒体として
大きな役割を果たした。生産法人を基盤とした加工事
業体（タイプ 4）では，個人的な農業者や住民の情報
網を活用し，独自の集荷体制を確立していた。
第 2 に農家に対する支払システムや決算方法につ
いても違いが見られる。加工事業体では原料として買
い取りを行う。その価格は女性起業（タイプ 2）の一
部や，農業から展開した加工施設（タイプ 4）では市
場とほぼ同等で，農商工連携企業（タイプ 3）では契
約栽培によって市場価格の2倍以上であった。一方の
直売施設（タイプ 1，タイプ 5）では買い取りという
形態ではなく，あくまでも販売の受託として事業を行
っている。店頭売価は農家が設定するものの，量販店
などと比較すると若干安く値決めされており，加えて
売り上げの一部が販売手数料となる。両者の出荷先と
しての性格は大きく異なるといえよう。
他方では直売事業と加工事業において共通点もみら
れた。農家から直接的に原料を調達することは，直売
事業，加工事業ともに難しく，多くの事業体ではいず
れかの原料を，農協を通じて調達していた。直売中心
の事業体（タイプ 1）では一部に農協を通じて仕入れ
た農産物を販売していた。これは地域内からの調達に
限定してしまった場合，出荷時期や生産作目が限られ
るため，商品を補うのが主な目的となっている。一方
の加工事業の場合では，量を補うことを目的として農
協から原料を仕入れていた。農協は地域原料の集荷シ
ステムとして大きな役割を果たしているといえる。加
えて女性起業（タイプ 2），生産法人による加工事業
（タイプ 4）においては，少量の原料調達の場合に直
売施設やスーパーを活用することもあった。地域農産
物からの原料の調達の限界が指摘できる。唯一，農協
から購入していないのは，タイプ 5 の営農法人の直
売施設であった。
以上のような要因から，事業体は原料の調達を通じ
て，かかわる農家をある程度の範囲に規定していると
いえよう。
 労働力
次は事業体のタイプごとに活用されている労働力の
特徴をみていこう。ここでは常勤，非常勤を問わな
い。非農家も多いため，農家に限らず，かかわりのあ
る人々をみていくこととする。事業内容によって，か
かわる人々の特徴は異なった。以下にその特徴をまと
めた。
第 1 に直売施設に関して，直売中心の事業体（タ
イプ 1）では，直売施設には町内在住者である20～40
代女性が常勤・非常勤として勤務していた。中には農
家も含まれるが，普段から農業に従事している人は少
ない。農業中心の事業体（タイプ 5）の直売施設では，
40代の女性の販売店員がほとんどを占めていた。全
員が町内在住者で，半数ほどは事業体の位置する地区
内の居住者である。直売中心の事業体と同様に，農
家・非農家問わず勤務していた。設立時から現在まで
継続してきた人が大半であった。
第 2 に加工施設に関しては，従業員の構成の特性
は 2 極化していた。女性起業（タイプ 2）と農業から
展開した加工事業（タイプ 4）では，70代の高齢者が
多く所属する。例に挙げた株ふるさとの味は法人化さ
れた事業体であったが，町の女性起業のなかでも法人
化していない小規模な任意組合も少なくない。そのよ
うなグループ活動的な加工事業の場合では，特に後継
者への引継ぎが進んでいるとは言い難い状況にある。
一方，農商工連携企業（タイプ 3）の場合には，20
代から40代を中心とする社員，パートが多く所属し
ていた。おおよそ女性 9 割，男性 1 割の構成であっ
た。農家の出身者も勤務するが，日常的に農業に従事
している者はみられない。
第 3 に農業中心の事業体（タイプ 5）の場合，世代
横断的に構成されていた。まず，最も人数が多く，中
心的な存在となっているのは65歳前後の男性非常勤
雇用者であったが，一部に女性の参加も見られた。農
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作業に従事している非常勤雇用者には定年退職者が多
い。その層に続いて，20代から40代の従業員が従事
していた。
このように事業体のタイプによって労働力の特性に
相違がみられた。事業体の必要とする人材の違い，ま
た募集方法の違いが規定要因として働くためである。
一方では，被雇用者としての扱いではなく，役員会や
情報交換のみを行う場合もある。事業の継続や向上に
あたり，大きな支えとなっている。
 資本
事業体と農家の間には資本関係もみられた。多くの
事業体では事業開始や設立に際し，出資者を募ってい
た。これは事業内容によるところではなく，事業体の
設立目的が協力者の範囲や出資の有無を規定していた。
道の駅（タイプ 1）では公共性が高く，出資は行わ
れていなかった。農家が組織化を図った事業体（タイ
プ 2，タイプ 4，タイプ 5）では社員や役員として，
もしくは協力者や賛同者として協力している農家が出
資を行っていた。
農業部門のある事業体（タイプ 4，タイプ 5）に関
しては，地区の営農組合が農家との間を仲介してい
る。農家は営農組合を通じ，間接的に事業体へ農地の
貸与や名寄せ，農機具の貸出などを行っている。集落
営農法人（タイプ 5）の場合，地区内農家の全員を組
合員として出資を募っている。この場合には両者とも
に選択肢はない。
一方では，事業体が農家サイドへ出資をするケース
もあった。農商工連携企業（タイプ 3）では，農業者
の設立する生産法人に対して出資を行うほか，技術指
導を行っている。
 サービスの提供
多くの事業体では事業の顧客として農家とかかわり
をもっていた。第 1 にサービス事業の顧客という側
面である。女性起業（タイプ 2），生産法人に加工事
業（タイプ 4），集落営農法人（タイプ 5）では中心
となる事業において，農家を対象とするサービスによ
って収益を上げていた。売上額の割合でみても，自社
生産の農産物や加工品の販売に匹敵する事業体も少な
くない。直売中心の事業体（タイプ 1）では，農家は
出荷者として利益を得る一方で，手数料を支払う利用
者でもある。直売施設を利用することで，販売作業を
直売施設に委託する。
加工中心の事業体のうちタイプ 2，タイプ 4 では，
農家からの原料持込みの受託加工を行うケースが多か
った。餅や味噌といった伝統食には自ら栽培した原料
を使用したいという意向をもつ農家も少なくない。ま
た，果樹農家の場合にはジュース加工を事業体へ委託
し，自ら直売へ出荷するほか，直接販売や贈答品とし
て活用している。町外の加工事業者へ委託している
ケースもあり，加工者の知名度などが委託先の選択に
は影響する。
農業中心の事業体（タイプ 5）では農家から農作業
を受託している。機械を保有していないケースや，世
帯内の農業従事者の高齢化や欠失，兼業農家における
作業員確保の困難など理由は異なる。
第 2 に，販売商品の消費者としての側面である。
農業中心の事業体である集落営農法人（タイプ 5）で
は，町外の酪農農家へ飼料米を販売する。直売施設で
販売する苗木などは農家が購入することも多い。ま
た，女性起業（タイプ 2）では伝統食である五平餅や
味噌，漬物を製造する。これらは従来，各家庭で作ら
れていたものであるが，作らない家庭も増えている。
女性起業では都市化する農村の食文化の継承を担って
いるといえる。
 まとめ
ここまでは事業体の視点から，事業体と農家との関
係を考察した。事業体では中心となる事業，またその
内容によって，必要とする経営資源および提供可能な
財・サービスが異なる。その結果，かかわる農家は限
定され，タイプごとにかかわる人々に特性がみられた。
事業体サイドからみた農家との関係は，主に生産品
と労働力の調達という意味合いが大きかった。つま
り，事業体サイドでは事業に要する地域資源を選択す
る。その結果，事業体のタイプによって農家特性が規
定されていた。事業体サイドがかかわる農家を規定す
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る要因を以下にまとめた。
第 1 に生産品に関し，直売事業向けと加工事業向
けでは必要とされる農産物に違いがあった。事業体ご
とに出荷者を制限する要件が存在した。いずれにせ
よ，農協を通じた慣行的な集荷システムとは異なる性
質を示していた。また，原料調達に関して，事業体に
おける農業経営の有無が影響した。農業経営の多角化
による 6 次産業化の場合，自社生産でまかなうこと
のできない生産品を農家からの調達で補っていた。
第 2 に労働力に関し，全般的にみて農家女性のか
かわりは比較的少なかった。道の駅（タイプ 1），農
商工連携企業（タイプ 3），集落営農法人（タイプ 5）
では，中心的な事業である加工・販売には非農家の参
加が多く，女性起業（タイプ 2），生産法人の加工事
業（タイプ 4）においても非農家が増加傾向にあった。
農業中心の集落営農法人（タイプ 5）では男性による
農作業へ関与しているケースが目立った。その他にも
新規就農者や，離農した高齢者が勤務するなど，多様
な形態で農業へ携わっていた。
さらには労働力にとどまらず，事業を将来的に担う
後継者の採用は構成員による選択が大きい。構成員に
おける事業体の意義と存続の目的のとらえ方が事業体
の継続を左右するためである。結果的に募集方法の違
いも生じていた。女性起業（タイプ 2）では，事業体
における新たな構成員を迎えようとする場合に，同質
的な人物を想定していることがうかがえる。友人，知
人関係を中心とした人材で構成されているケースが多
い。存続していくために組織の体質を変えようとした
り，面識のない人材を採用したりする事業体は少ない。
一方で，農業中心の 6 次産業化を行う集落営農法
人（タイプ 5）の場合には，地域一体となって農業を
活性化しようという意識が強い。早い段階から高齢者
だけではなく若い世代の新規就農者を雇用するように
なった。地域における農業技術を途絶えさせぬよう，
高齢熟練者から若い世代へ農業技術をつないでいくこ
とに重点をおいている。
第 3 に資本に関しては，事業内容よりも設立目的
が規定要因として働いていた。出資者は事業体の利害
関係の強い農家との関係を示した。
第 4 に財サービスの提供においては，事業内容に
より提供可能な範囲が限定される。顧客を選択してい
ないが，結果的に農家が規定される傾向にあった。
. 農家サイドによる事業体の選択と規定要因
ここからは農家サイドから事業体とのかかわりにつ
いて，媒体ごとに規定要因を検証する。農家の視点か
ら，どのような目的や理由によって事業体とのかかわ
りをもっているのかという点に注目しよう。
 生産品の出荷先
直売事業と加工事業に対する農産物の出荷の意義を
農家の視点からとらえ，どのように事業体を選択して
いるかをみていく。まず，生産品を出荷する農家につ
いて，事業体への出荷体系で分類すると，次の 3 つ
に大別できる。◯多数の事業体へ出荷を行う横断的な
出荷者，◯一部の事業体のみを選んで出荷を行う限定
的な出荷者，そして◯いずれの事業体にも出荷を行わ
ない非出荷者である。
第 1 に農産物を横断的に出荷するタイプには専
業・兼業の農家や，高齢の販売農家が挙げられる。農
産物を複数の店舗で販売しようとする主な目的は，農
家所得の向上であった。直売施設への出荷に関し，販
売農家の場合では，農協の出荷規格から外れた農産物
の販路として利用しているケースが多いが，道の駅
（タイプ 1）には贈答品として農協出荷が可能な農産
物を販売する農家もある。
第 2 に出荷先を限定するケースでは，農家内の労
働力が限られる販売農家や，高齢化とともに自家用の
延長に出荷用農産物を生産する生きがい的な農家など
が挙げられる。直売中心（タイプ 1）および農業中心
（タイプ 5）の直売施設では近隣に住む高齢の小規模
販売農家や自給的農家が出荷を行うケースが多かっ
た。直売施設では少量の農産物でも栽培すれば，出荷
することができる。小規模農家の場合には，小回りの
利く小規模性を活かし，出荷する作目を自由に選択
し，栽培していた。高齢の小規模経営農家の場合で
は，複合的な作付を行っていても，いずれかの作目と
して販売用農産物を定めて生産を行うケースも多かっ
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た。また，農家だけではなく，非農家にとっても販路
としての障壁は低いとされた。
さらに農家内で出荷を担当する世帯構成員が代わる
ことで，従来の出荷先から変更するケースもある。ま
た，限定することで自家農産物に付加価値を付与しよ
うとする農家も存在した。
第 3 に 6 次産業化事業体のいずれにも出荷しない
農家である。出荷先を他へ固定している主業農家や高
齢農家，自給的農家，高齢化とともに離農した農家な
ど様々であった。出荷を阻害する要因として，専業・
兼業農家の場合，1 つには収益の確保を目的とした販
路選択が影響していた。まず，町内の多くの販売農家
にとって販路の中心は慣習的な農協の一般流通であっ
た。農家によっては，市場と直接販売を行うなどして
販路を集約するケースもある。そのような選択の上
で，直売施設を出荷先としない農家もいた。2 つには
労働力の調整が課題となる。梱包・出荷作業に手間を
必要するうえ，量に限りのある直売施設への出荷は費
用対効果に見合わない場合がある。3 つには供給先と
しての規模の限界がある。直売施設の利点の一つは地
域の中で地域住民や観光客に対し，地元の農産物を販
売できることである。しかし，そのために地域内消費
には限界があり，各農家が販売できる量も限られる。
一方では地域の特性を把握したうえで，出荷先や荷姿
を選定する農家も存在した。例えば，日常野菜の場
合，直売施設だけではなく A コープの直売コーナー
を活用するなど，作目や品質によって販路を使いわけ
ていた。4 つには，心理的な要因も大きい。近隣の直
売施設で販売した場合に，競合相手が知人や気の知れ
た相手であることも多く，それを避けたいとする意見
もあった。
さらに，高齢の販売農家や自給的農家の場合には出
荷を困難にしているケースもみられた。年齢とともに
生産に対し十分に手をかけにくくなることや，自家用
野菜中心に栽培をする際には無農薬や減農薬で栽培す
ることが多くなる。葉物野菜や果菜といった虫食いな
どが目立つ農産物の場合，直売施設の商品の質の低下
を招くことから，出荷が困難になる。
新規就農者の場合にも，比較的に小規模な生産では
ありながら，農産物を出荷しようとする際にはある程
度の所得確保やメリットが必要とされる。直売施設で
の販売は周囲の出荷者による価格設定の低さが影響
し，採算の合う価格をつけるのが難しいことも少なく
ない。少量の野菜出荷では所得を補てんするのも難し
く，実際に出荷を断念するという事態を招いていた。
また，農産物とのかかわりで言えば，事業体のイベ
ントへ出店し，労働を伴うかかわりかたも挙げられ
る。ただし，この場合には一時的なかかわりという側
面が大きい。
 労働力の提供
次は労働力を媒体とした事業体とのかかわりについ
て，提供者の視点から考察したい。先に指摘した通
り，労働力による事業体とのかかわりに関していえ
ば，農家の参加比重は決して高いとは言えない。農
家・非農家を問わず，労働力の提供者の場合，農産物
の出荷者と異なる点は複数の事業体に対して横断的に
かかわりをもつケースは稀であった（注12）。また，
農家を対象に言及すれば，事業体へ労働力を提供する
ことで収入を得ることは農家外所得となる。農家の場
合，異なる事業体に対し，労働力の提供と農産物の出
荷を併用するケースもみられた。
以下では，どのような人々が事業体とかかわりを持
っているのか，その理由を考慮し，特徴をまとめた。
第 1 に兼業農家の就労先としての認識である。し
かし，その就労先としての性格には変化がみられた。
すなわち，従来の女性起業で多くみられたような農家
の副業的に事業体へ勤務している「農家女性」はごく
一部であった。女性起業（タイプ 2）の勤務者と，農
業と加工を行う事業体（タイプ 3）に，70代の高齢女
性が勤務する。女性起業に設立時から参加してきた女
性の大半は，当時40代から50代の農家女性が占め
る。彼女たちは副業的に勤務し，そのまま継続してき
た構成員が多い。現在では定年後の再就職の場として
位置づけに移行しつつある。女性起業へ途中から参加
するようになった次世代の女性は，企業などを定年退
職した後に参加する者が多い。農業中心の事業体（タ
イプ 5）には，定年退職後や年齢とともに自営業の分
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量を減らすことで，非常勤で作業へ参加する男性が多
い。
第 2 に高齢者にとっては趣味や生きがいとしての
活動という認識がある。世帯主が高齢となり，農業経
営を縮小することで，配偶者が事業体へ勤務する場合
や，離農を要因として，男女ともに事業体へ勤務をす
る場合がみられた。
第 3 に非農家の基幹的就労世代にとっての就業先
としての位置づけである。道の駅（タイプ 1），集落
営農法人（タイプ 5）の直売施設の従業員は，ともに
町内に居住する女性たちが中心であった。彼女たち
は，直売施設を一つの就労先として認識していた。さ
らに農商工連携企業（タイプ 3）の場合には町内外か
ら勤務者も多く，一般企業としての認識が最も高いと
いえよう。
第 4 に非農家からは新規就農を希望した就業者が
存在した。農業中心の事業体（タイプ 5）の男性社員
のうち半数を一般企業の中途退職者が占める。彼ら
は，農業技術を習得したい，農業に関わりたい，とい
う意向から入社を希望してきた。このような新規就農
者にとっては農業の研修の場として機能している。ベ
テランの農業者と混ざって作業に従事することで，技
術の習得と合わせ，地域の人々との交流を図っていた。
以上のように，労働力の提供による事業体とのかか
わりは，かかわる人々が事業体を就業先としていかに
評価するかという点が選択基準となっていた。道の駅
（タイプ 1），農商工連携企業（タイプ 3），集落営農
法人（タイプ 5）といった比較的規模の大きな事業体
へは若い人材が就職先として選択をしている。一方
で，女性起業（タイプ 2）や生産法人の加工施設（タ
イプ 4），加えて集落営農法人（タイプ 5）では高齢
者に対して採用の間口が広く，定年後も働けることが
評価されていた。
そして農家と農産加工の関係でいえば，「副業」と
いう就労形態のとらえ方はマイナーなものへと移行し
ていた。6 次産業化事業体を就業機会ととらえると
き，それは農家にとってだけではなく，非農家にとっ
ても一つの勤務先としてみなされていた。
 資本による協力
次に，資本協力をすることで事業体とかかわりをも
つ農家について，その理由を検証していきたい。
まず，農商工連携企業（タイプ 3）では出資者の多
くが，社長の意向に賛同し，生産者兼出資者として協
力したいとする農家が多かった（注13）。地区の営農
法人（タイプ 5）の場合には，地区の農業に関心の強
い農家が出資を多く行っている。2 つのタイプでは共
通して，事業に関して貢献する意欲が高い人物像が浮
かぶ。
また，任意法人として開始された女性起業（タイプ
2）の場合には，組合員から会費として運転資金を回
収していた。加工事業を展開した農業者組織（タイプ
4）の場合には組合員が出資を行い，資本金とすると
同時に施設建設費に充てていた。
以上のように，出資を行っている人々の中には事業
体または行政の声掛けに対して共感を示す農家が多か
った。また，地域農業への貢献意識の高い農家や，事
業主体の構成員によるかかわりであることから，出資
時には強い関係性にあるといえよう。ただし，一方で
は時間の経過とともに，意識や関心の低下によって心
理的距離を拡大するケースも存在した。
 財・サービスの購入
最後に財・サービスを購入する顧客の立場にある農
家の視点から，事業体を選定する理由を考察していこ
う。
第 1 にサービスを受ける場合をみると，その多く
は農家単独では行うことのできない農作業や農業経営
多角化における工程を 6 次産業化事業体に対し委託
していた。
まず直売事業を行なう事業体（タイプ 1，タイプ 5）
には，販売の委託を行っている。また，加工事業を行
う事業体（特にタイプ 2，タイプ 4）に対しては，原
料出荷者としてのかかわりだけの農家も多いが，加工
作業を委託することで，自家農産物を使用した製品を
つくろうとする農家が存在する。加えて，それを直売
施設で販売するケースも多い。加工事業，直売事業を
行う事業体がともに存在することで，農家は多様な形
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で農業所得を得ることが可能となる。
以上のような農家による財・サービスの購入は事業
体にとって大きな収入源となっており，双方向からの
補完関係を後押ししている。両者の関係をより強固な
ものにしていると指摘できよう。
 農家・農業者の類型化
ここまで見てきたように，農家サイドにおいて事業
体を選択する要因は，各農家の農業経営のおける労働
力の配分と，それによる所得の確保によって規定され
る傾向が強い。農家構成員の活動の領域で区分した場
合，労働力によるかかわりは世帯外労働が，一方の生
産物でのかかわりは世帯内労働が，農家にとっての収
入となる（注14）。
そこで，農家・農業者特性を事業体とかかわりをも
つ目的を基準に大別し，それぞれかかわりをもつ事業
体と，かかわり方を選択する要因を示すと以下のよう
になる。
◯ 所得確保を目的とする農家
ここには第 1 に，専業・兼業を含めた販売農家が
含まれる。基本的には年金所得のない者を農業経営の
中心に据え，主な所得を農業によって確保する農家で
ある。果樹，野菜，花卉，菌茸の栽培農家が多い。こ
のような農家は，直売施設を販路の選択肢の一つとし
てとらえていた。直売施設に出荷する農家の場合，農
協における一般流通による出荷のみでは所得確保に満
足いかないという意見が多かった。また，消費者を意
識して販売体系を検討した結果が直売施設の活用につ
ながっているケースもあった。例えば消費者へ直接販
売することに意義を置いている生産者がいれば，一方
では 1 か所の直売施設に限定している生産者の場
合，購入店舗を限定することで，付加価値性を高めよ
うとしていた。
生産品目の違いも出荷先を選択する基準となってい
た。日常野菜は，スーパーの直売コーナーが，一方，
果樹は，比較的に観光客の多い道の駅などの方が購入
者は多い。また，主業的な農家の場合，全体的に加工
事業体に出荷する農家は限られた。
第 2 に高齢の規模縮小農家が挙げられる。専業・
兼業農家もしくは兼業農家で親世代の農業経営の経験
を経た後，農業経営を縮小しながら継続している農
家・農業者である。60代後半から70代が相当した。
年齢とともに，農家経営の規模を縮小させつつも，販
売を目的とした農産物を生産している。町内の直売施
設に出荷者のうち，この高齢の規模縮小農家が多くを
占める。
町内では農地利用調整のしくみが整備されているこ
ともあり，農地を貸与する農家が増加傾向にある。株
田切農産のように地区ごとに設置された営農法人は，
多くの農家から農地を借り，加えて農作業を受託し，
農業経営を行っている。高齢の農家では自家農地のう
ち，自分で経営・管理が及ばない部分は営農法人や拡
大志向の農家へ貸与し，可能な範囲の農地経営を行っ
ている。野菜栽培中心の農家では，多品目栽培するな
ど，農業で収入を確保しつつも生きがいや趣味などと
し，楽しみながら出荷に励んでいるケースが多い。果
樹栽培中心の農家では労働量を減らすために，収入は
ある程度縮小するが，栗の栽培へ切り替えることで栽
培を継続しようとしていた。栗の生産者は栗の栽培管
理があるため，直売施設への野菜などの出荷を行って
いるケースは比較的少ない。よほどの高い生産意欲や
補助的な労働が存在しない限り，労働力に余裕のある
時期のみの出荷にとどまる傾向が強い。
高齢の販売農家のうち，経営主の妻は女性起業の構
成員も多かった。兼業農家の嫁として，農外部門へ労
働力を活かしてきたとされる。
◯ 趣味・生きがいを目的とする農家・農業者
経済的な意義よりも生活をより充実させることに重
きをおいて，事業体とかかわりをもっている農家もみ
られた。ここには主に高齢の農家が該当する。
まず，第 1 に自給的農家である。市場出荷や直売
施設などの販売用を目的とはせず，主に自家用野菜の
栽培を継続する農家である。女性起業（タイプ 2）や，
生産法人の加工事業（タイプ 4）では，加工用原料と
してこうした農家の原料が多く活用されていた。自給
的な農家の場合には生きがいとして農業を継続してい
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るケースが多かった。自家栽培と合せて，営農法人な
どでの軽作業に参加する者もいる。
第 2 に離農者である。高齢化した農家の場合に
は，自家農地で農業を継続する場合もあれば，農地は
貸与し，事業体を通じて農業に関わることで農業を継
続するケースもある。農地をすべて貸与してしまった
高齢農家の場合でも，働く意欲のある人材が存在し
た。彼らは手の空いている時間を有効活用したいとい
う希望を持っており，そのような人々が営農法人（タ
イプ 5）へ労働力を提供していた。
◯ 就農・技術習得を目的とする農業者
就農を希望して事業体とかかわりを持っている農業
者は非農家出身者に多かった。20代から40代の比較
的若い男性が農業中心の事業体（タイプ 5）に勤務し
ていた。
町には大型花卉栽培や果樹栽培の農家には後継者が
入っているものの，総じて若手の農業者は少ない。そ
の背景の一つとして，町の営農体制が確立されている
ことが，逆に新規での就農を困難にしているという指
摘も聞かれた。そのため，法人への就職が新規就農の
ステップとして設定されているとも考えられる。
◯ その他
農家・農業者という枠組みにかかわらず事業体と関
係をもつ人々も多かった。それは第 1 に，非農家で
あり，かつ農業に携わりのない人々である。道の駅
（タイプ 1），女性起業（タイプ 3），集落営農法人
（タイプ 5）には社員やパートとして事業体へ勤務し
ている20代から50代の女性が多く存在した。彼女た
ちは非農家出身者が多かった。女性起業（タイプ 2）
でも一部に非農家女性の参加がみられた。特に，彼女
たちは事業体を就職先として位置づけており，通勤距
離が短いことや，近隣の人との会話ができることを評
価していた。また，直売施設では趣味の手芸や工芸と
いったクラフト製品をつくり，販売する非農家も多か
った。趣味の延長に商品を作成し，販売することで，
直売施設への出荷を生きがいとしている。
第 2 に，60代前後の定年退職者も多くの事業体と
のかかわりをもっていた。町内農家の約8割が兼業農
家であることから，定年退職の前後を機に，農業に関
わりを持つケースが多い。同時に，県外から I ター
ン・U ターンというかたちで，転居を伴うことも少
なくない。定年退職者の場合，一つには後継ぎとして
実家の農業を継ぐタイプと，もう一つには農家内で所
得を得るのではなく，法人へ勤務することで農業との
かかわりをもつタイプがみられた。
退職者のうち女性の場合には，時間が空いたことを
理由に事業体へ再就職するケースがみられた。定年退
職または早期退職後に，経営主の農作業を手伝う場合
や，自分で自家用野菜の栽培に励む場合もあったが，
60代の雇用にも積極的な女性起業や加工施設を再就
職先として選択し，勤務する者も少なくない。時間の
有効活用や地域の人とのつながりをもつことなど，収
入以外にも目的を持っている。自らの希望する参加形
態にあった事業体とかかわりを持っていた。
このような定年退職者という枠組みを用いての厳密
な区分は難しいが，帰農して販売農家，高齢販売農家
（規模縮小農家），離農など各タイプへ同化すると想定
してほしい。事業体にかかわる定年退職者は多く，現
状の地域農業でおいて大きな役割を期待されている。
 まとめ
以上のように，事業体とかかわりのある農家・農業
者の視点からその選択理由を見た場合，◯農業経営と
いう経済的な要因と，◯その他の要因が挙げられる。
前者の要因として，農業経営の枠組みでみた場合，費
用対効果や農業経営の状況や販売方法に対する考え方
が大きく影響していた。生産品の出荷には販路の選択
肢という性格が強く，また労働力については農家から
の提供は少なかった。
さらなる◯経済的な規定要因を挙げるとすれば，そ
れは第 1 に農家の活動の領域と内容に対し，世帯員
の年齢と性別が影響する。特に経営主の加齢は農業経
営の規模に影響し，縮小する傾向にある（注15）。農
業に携わる世帯員数も変化し，世帯外活動へ充てる
ケースもみられた。また，一般企業などへ勤めていた
兼業農家の場合では，定年を迎えた際に帰農する人も
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あれば，再就職先として 6 次産業化の事業体を選択
する人もあった。
第 2 に労働力によるかかわりに関しては，就労機
会の選択になる。一定の所得や就労時間といった雇用
条件とともに，距離，楽しさや充実感といった点が重
視されていた。
第 3 に資本のかかわりは地域農業の構造における
事業体と農家の関係が反映される。タイプ 5 の農業
中心の事業体は地域の営農法人としての位置づけにあ
る。出資金は地区内農家全員という地縁によって強く
規定されていた。地主組織である地区営農組合を通
じ，農家との強い関係が構築されている。タイプ 3
の農商工連携企業の場合には，契約栽培に応じた果樹
農家が出資を行った。
第 4 に事業体の財・サービスに対し，農家が顧客
となる場合には農家側の選択が規定要因として大きく
働く。サービス事業に関して，農家では世帯内では不
足する作業技術や労働力を補完するために，事業体を
活用していた。
以上のように農家と事業体との関係には，個々の農
業経営に関係するところが大きい。
続いて後者の◯その他の要因としては，第 1 に農
家と事業体との距離も影響する。各事業体の所在もし
くは集荷拠点が位置している付近の農家とのかかわり
が多い。直売施設をもつ事業体（タイプ 1，タイプ 5）
ともに地区内の出荷者が多くを占めていた。農商工連
携企業（タイプ 3）の場合，全町的な農家が原料栽培
を行っている。町に 2 か所設置された農協の選果場
を活用することで，全町に及ぶ生産者を包括している。
第 2 には事業体の設立時期の違いである。女性起
業（タイプ 2）や生産法人の加工事業（タイプ 4）と
いった高齢者中心に構成されている事業体は他の法人
に比べ，事業体の発足が早い点が指摘できる。農家女
性を中心として発足した女性起業の場合では，現在も
高齢の女性の就業者が多い。
第 3 に，地域社会とのつながりを重視するという
心理的な要因である。事業体とのかかわりを維持して
いる農家は，原料や労働力の提供によって収入を確保
することを目的としているのではなく，コミュニケー
ションや情報交換，意見交流といった側面を重視して
活動している意見も多かった。また，農協の一般流通
とは異なり，地域の 6 次産業化事業体は「目に見え
る販路」として認識され，その特性を評価している農
家も多い。
第 4 に事業体と農家の関係づくりにおいては，農
家・農産物の組織化も重要な課題となる。農業者を組
織化する段階では事業体と農家の関係を仲介する中間
組織の役割も大きい。農商工連携企業（タイプ 4）の
場合，新規品目として栗栽培の導入が必要となった。
農業者から新規作物の導入を依頼し，調達を開始しよ
うという場合，仲介役となったのが役場と農協の職員
である。複数の生産者の了承と協力を得ることで，新
規栽培品目の導入が可能となった。つまり，加工事業
者と農業者との間には信頼関係の構築も必要とされる。
. おわりに
本稿は 6 次産業化を行う事業体と農家の多様な関
係を検証した。従来の研究視点とは異なり，1 地方自
治体の地域農業を総体的にとらえ，その枠内におい
て，事業体と農家の相互選択的な実態を明らかにし
た。事業体と農家の関係における主要な経路は，生産
品および労働力であり，それらは需給関係におかれて
いた。さらにそれらの流動的な関係を補強するのが，
農家サイドから事業体に対する出資金や農地貸与であ
り，事業体サイドから農家に対する財・サービスの提
供であった。このような枠組みを前提にとして，以下
の点を指摘しよう。
第 1 に生産品に関しては，地域における多様な 6
次産業化事業体の出現により，慣行的に行われてきた
画一的な市場出荷から，地域内流通の多様化を生んで
いた。もっとも直売事業における生産品の出荷は多様
化し広く開かれているように見えるが，一部の農家に
とっては出荷が制約される事態も生じていた。さらに
加工施設向けの農産物においては，直売施設に出荷さ
れる農産物よりも条件が厳しい場合も少なくなかっ
た。加工事業が発展すると，裾もの中心の農産物では
対応が困難となったからである。このように多様な生
産品の活用という 6 次産業化の目的は必ずしも全面
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的には実現されていない。
第 2 に労働力に関しては，女性起業活動を中心
に，兼業農家の女性たちの活躍が大きかったが，現状
として「農家女性」の参加は一部に限られていた。6
次産業化事業体に参加している女性の場合，それは一
般企業と同様の就業先として，または退職後の再就職
先としての位置づけが大きかった。そこに農家，非農
家の区別はない。さらに，より専門性を高めた分業的
な事業形態も目立つようになった。それは副業的な位
置づけにあった従来の農家女性の起業活動とは異なる
性質をもつ。
第 3 に事業体と農家の関係を規定する農家サイド
の要因は多様である。例えば次のようなものが挙げら
れる。農業経営における収益性，農家内労働力の調整
配分，出荷先の決定者の意向，農家の年齢構成，既存
の人間関係などである。
第 4 に高齢化の進行は事業体と農家の双方におい
て，大きな課題となっていた。6 次産業化を支えてい
るのは多くの高齢者であった。事業体の中には若い世
代をうまく取り込み，人材を活用しているケースも存
在した。このように後継者を高齢者の活動に取り込む
という選択肢だけではない。さらに従来とは異なる形
で若い世代の力を地域へと取り込み，事業体と農家の
双方において育成していくことも検討されるべき一つ
の方向といえよう。
第 5 に 6 次産業化の進展は，いくつかの課題を抱
えているとはいえ，基幹的な販売農家だけではなく，
多くの小規模農家や非農家が農業と多様なかかわりを
もつことを可能にした。事業体と農家は双方からの選
択を通じ，地域農業という大きな枠組みのなかでゆる
やかなネットワーク関係を創出していた。組織農業と
して形成されてきた地域農業は，6 次産業化事業体を
加えて新たな構造へ移行しつつある。各タイプの 6
次産業化の事業体を中心とした小規模かつゆるやかな
ネットワークは，地域農業の面的な性質を保持するば
かりでなく，再構築すらしていた。その進展は地域経
済を全体として支えていた。
謝辞 調査に際しては，ご多忙の中，農家ならびに
事業体関係者，上伊那農協職員，役場関係者の方々に
ご協力頂いた。多くの飯島町の方々に厚く感謝を申し
上げたい。
脚注
（注 1) 女性起業の動向としては，グループ起業による取り組
みが減少する一方で，個人活動は増加傾向にある。詳し
くは，下記，農林水産省経営局就農・女性課ホームペー
ジを参照。
http://www.maŠ.go.jp/j/keiei/kourei/danzyo/d_cyosa/
woman_data5/
小林俊夫（2013）は 6 次産業化事業計画の認定事業体の
特徴として，農外や商系経営体からの参入がみられるこ
とを指摘している。
（注 2) 楠本雅弘（2014）では，広島県世羅町の事例や和歌山
県古座川町の事例をはじめ，集落営農法人による加工・
販売を含めた多様な取り組みを紹介している。他にも，
竹山・山本（2014）は島根県の集落営農法人における観
光農園への取り組みの事例から，収益性の向上と後継者
育成，女性の活躍といった効果を示している。
（注 3) 国内農業におけるインテグレーションについては，竹
中（1969）を参考とした。
（注 4) 例えば，槇平（2003）は岩泉町を事例に，第 3 セクター
を核とした農産加工におけるワサビ生産者の実態と課題
を検討している。斎藤（2001）はメーカーと生産者を主
体間関係の視点からとらえ，多様化するフードシステム
に関する研究課題を指摘した。
（注 5) 農協主体の農産加工に関する代表的な研究成果として
は，竹中・白石（1985）が詳しい。小田切（2001）は第
3 セクターによる農産加工事業の概況をまとめ，その課
題を指摘している。
（注 6) 高橋（2003）は C・I・バーナードの組織均衡理論から，
農家にとって，組織（ここでは集落営農法人）へ参加す
ることが「誘因」≧「貢献」となることが組織存続の要
件としている。その際の農家の関心に，「農業所得の拡大」
「農外所得の拡大」「資産管理」「生きがいや楽しみ」「定
住条件の維持・向上」を挙げている。
（注 7) これらの事業体および飯島町における地域農業と 6 次
産業化の展開に関しては，高橋・大内（2014）が詳しい。
（注 8) ただし，委託加工したリンゴジュースに関しては町外
の特定直売施設へ出荷している。
（注 9) 生産事務費は年度ごとに異なるが，2013年は 1 kg あた
り14円が徴収されている。
（注10) いつわでは地域を「伊那谷一帯」としてとらえていた。
（注11) 出荷者の年齢構成の内訳は30代22名，40代28名，50代
47名，60代67名，70代17名，80代 5 名となっている。
（注12) 以前では女性起業を掛け持ちで行う農家女性も少なく
なかった。
（注13) 会社設立の際には出資を希望する農家数が当初予定し
ていた株主数を上回った。
（注14) この区分に関しては，大江（2002）を参考とした。多
面的活動農家論の枠組みで，農家の兼業を農家内活動
（自家加工，グリーンツーリズムなど），農家外活動（加
工施設・直売所への勤務，出稼ぎなど）に分類したうえ
で，農家が所得源の多様化を志向することに対して，リ
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スク分散・回避や，人口定住効果があるとして評価して
いる。
（注15) この背景としては町の営農基盤が整っていることが要
因として大きい。
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